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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光起電力素子の表面に配置され、該光起電力素子の電力を取り出すための芯線と、該芯
線に電気的に接合される電極とを有する光起電力素子において、
　前記芯線と前記電極との接合部が、少なくとも第１の接合部と、該第１の接合部に隣接
する第２の接合部を有しており、
　前記第１の接合部と前記第２の接合部とはいずれも前記電極の前記光起電力素子表面側
とは反対側に存在し、
　前記第２の接合部は、前記第１の接合部の、少なくとも前記光起電力素子表面に前記芯
線が配置された側に存在し、
　前記第２の接合部は導電性樹脂からなり、
　前記第２の接合部の弾性が、前記第１の接合部の弾性よりも大きいことを特徴とする光
起電力素子。
【請求項２】
　前記第１の接合部の抵抗率が、前記第２の接合部の抵抗率よりも小さいことを特徴とす
る請求項１に記載の光起電力素子。
【請求項３】
　前記第１の接合部の組成と、前記第２の接合部の組成が異なることを特徴とする請求項
１または２に記載の光起電力素子。
【請求項４】
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　前記第１の接合部が金属であることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の光起
電力素子。
【請求項５】
　前記金属が、錫、鉛、銀、金、ニッケル、亜鉛、銅、半田からなる一群のうち少なくと
も一つから構成されることを特徴とする請求項４に記載の光起電力素子。
【請求項６】
　前記導電性樹脂が、ウレタンもしくはブチラールを含有することを特徴とする請求項１
～５のいずれかに記載の光起電力素子。
【請求項７】
　前記導電性樹脂が、カップリング剤を含有することを特徴とする請求項１～６のいずれ
かに記載の光起電力素子。
【請求項８】
　前記芯線が、導電性樹脂からなる被覆により覆われており、
該芯線と前記光起電力素子の表面とが、該導電性樹脂を介して電気的に接続されており、
前記導電性樹脂のうち、前記芯線と前記電極との間にある部分が、前記第２の接合部とし
て機能することを特徴とする請求項１～７のいずれかに記載の光起電力素子。
【請求項９】
　前記芯線が、金属細線であることを特徴とする請求項１～８のいずれかに記載の光起電
力素子。
【請求項１０】
　前記電極が、バスバー電極であることを特徴とする請求項１～９のいずれかに記載の光
起電力素子。
【請求項１１】
　光起電力素子の表面に配置され、該光起電力素子の電力を取り出すための芯線と、該芯
線に電気的に接合される電極とを有する光起電力素子の製造方法において、
　前記電極の前記光起電力素子表面側とは反対側であって前記芯線と前記電極との間に、
弾性の異なる少なくとも第１の接合部と、該第１の接合部の、少なくとも前記光起電力素
子表面に前記芯線が配置された側に隣接し、導電性樹脂からなる第２の接合部とを形成す
ることを特徴とする光起電力素子の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、太陽電池等の光起電力素子及びその製造方法に係り、特に電極構造を改良し
た光起電力素子及びその製造方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年、太陽光発電が注目され、より大面積で低コストな光起電力素子の必要性が高まって
いる。一般に、光起電力素子を形成する光起電力層において、光起電力層内の電荷の素子
面方向移動に対する抵抗率は高い。そのため大面積の光起電力素子の場合、電荷の素子面
方向移動によるジュール損失を低減するために、金属からなる伝導率の高い電極をその表
面に形成する。
【０００３】
電極が光入射側の場合、金属からなる電極は一般に不透明であるため、入射光を極力遮ら
ないように形成される。反対に電極が反光入射側の場合、電極は全面に形成しても構わな
いが、コスト削減のために必要最小限の部分に形成される場合もある。
【０００４】
例えば図７のように、光入射面や裏面に櫛歯状に形成する電極７００が公知である。光入
射面の場合、この様に一定間隔に金属線電極が形成された櫛歯電極であれば極力入射光を
遮らずに、ジュール損失を抑えて効率的に電荷を集電することが可能である。また裏面の
場合、電極形成材料が少なくてすむため、より安価に形成することが可能である。
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【０００５】
しかし、この様な電極の製法は、導電性樹脂７０２をスクリーン印刷して焼成し、さらに
その上に半田ペースト７０１を印刷し、リフローする方法である。したがって、電極の厚
みを厚くすることが難しく、光起電力素子がより大面積になった場合に十分なジュール損
失低減効果が得られなかった。
【０００６】
そこで図８のように、電極の厚みを容易に厚くすることが可能な芯線８０１と電極８０２
を使用した櫛歯電極が考案された。図８は、導電性樹脂被覆８０３により被覆された金属
細線（芯線）８０１、すなわち被覆線を光起電力素子表面に熱圧着したものである。特開
平９－３６３９５号公報にその詳しい内容が開示されている。尚、芯線と電極の接合は、
半田などの金属層を介して接合する方法や、導電性樹脂を介するものが知られている。
【０００７】
従来の芯線と電極を使用した櫛歯電極には耐応力性を持たせることが容易ではなかった。
【０００８】
例えば半田接合の様な金属層のみを介して、芯線と電極とを接合する場合、低抵抗な接合
が可能であるが、接合部が弾性をほとんど有しないために芯線に加わる応力が芯線の接合
部付け根に集中し、付け根において芯線が破断し易い欠点を有していた。このため、光起
電力素子を太陽電池モジュールに組み込んだ際の芯線に残留する応力や、さらにその太陽
電池モジュールに加わる風や雪の荷重によって太陽電池モジュールが撓むことから芯線に
加わる応力や、光起電力素子の温度が変化することによって加わる応力が原因となって破
断が生じ、太陽電池モジュールのエネルギー変換効率が低下し易かった。
【０００９】
また、導電性樹脂のみを介して、芯線と電極とを接合する場合も、金属のみを介した接合
と同様に耐応力性を持たせることが容易でない。導電性樹脂は、導電性微粒子と樹脂から
なる。芯線と電極の間に導電性微粒子による電流経路を形成し、導電性微粒子間を埋める
樹脂で電流経路を保持する。そのため、電流経路を増やし低抵抗化しようとすれば、導電
性樹脂中の導電性粒子の含有率を増加させる必要がある。したがって保持機能を有する樹
脂の含有率が減少し、接合部の弾性が低下することで耐応力性が無くなるため、前述の問
題が発生し易かった。
【００１０】
次に、被覆線について説明する。
【００１１】
被覆線とは、芯線に被覆を形成したものである。被覆線は様々な分野で利用され、光ファ
イバーの様に芯線が伝達するものが光である場合は光学機器の分野で、芯線が伝達するも
のが熱である場合は冷凍機、温度計測器等の分野で、そして伝達するものが電磁界の場合
は広くエレクトロニクスの分野で利用されている。特に、太陽電池の分野では、導電性樹
脂により被覆された芯線、すなわち被覆線が光起電力素子で発生した電力を集めるために
、素子の表面に配置されることが一般的である。
【００１２】
一般に、被覆線の被覆は芯線が伝達するものを外界に放出しないように遮断する、もしく
は適度に調節して放出する目的で形成される。ところが、被覆線のある部位ではこの被覆
が無いことが望ましい場合がある。例えば、光ファイバーの被覆の無い部分から漏れ出る
光を検出器で受ける場合や、被覆銅線の被覆の無い部分に接点を当てることでＯＮし、離
すことでＯＦＦするスイッチなどが挙げられる。
このような被覆線の一部被覆がない構造を形成するには芯線の一部を除いて被覆を形成す
る方法もあるが、一般には芯線の全面に被覆を形成した後、被覆線の被覆を除去すること
が容易である。さらに、被覆除去方法としてはレーザ等のエネルギービームを照射するこ
とによって除去することが知られている。例えば、特開平７－７８２５号公報には金線や
金めっき線に絶縁被覆樹脂を施した被覆線を空中に張り、エキシマレーザを照射すること
によって被覆を除去する方法が開示されている。また、特開平９－１７４２６３号公報に



(4) JP 4441102 B2 2010.3.31

10

20

30

40

50

は端子に巻き付けた絶縁被覆線にＹＡＧレーザを照射することによって被覆を除去する方
法が開示されている。
【００１３】
ところで、被覆線の一部被覆の無い部分に、芯線が伝達するものを芯線と同様に伝達する
別の部材を接合した構造も様々な分野で利用されている。特に、エレクトロニクスの分野
では、被覆線がリード線として広く利用されており、被覆の一部を除去しその被覆除去部
の芯線を他の電極と接合することが一般的である。この例において、芯線から他の電極に
伝達されるのは、電気である。
【００１４】
例えば特開平７－７８２５号公報では、被覆が除去された部分はワイヤボンディングによ
って他のエレクトロニクス部品に接続される。また、特開平９－１７４２６３号公報では
、被覆除去部にはハンダが供給され端子と被覆線が接合される。
【００１５】
上記従来例では以下の点が問題となっていた。
【００１６】
従来方法では被覆線の被覆の剥離が十分になされなかった。
【００１７】
特開平７－７８２５号公報においては、空中に張った被覆線にレーザ光を照射しているた
め、被覆線の位置に自由度が発生しやすい。したがって、レーザ光が照射された場合に被
覆線がレーザ光から逃げる作用が働く。このため十分に被覆除去がなされにくかった。
【００１８】
特開平９－１７４２６３号公報においては、端子に巻き付けた被覆線にレーザ光を照射し
ている。この場合も被覆線がレーザ光のエネルギーを吸収し熱膨張し、巻き付けがゆるむ
ために被覆線の位置に自由度が発生しやすい。したがって同様に、レーザ光が照射された
場合に被覆線がレーザ光から逃げる作用が働く。このために被覆除去が十分になされにく
かった。
【００１９】
また、従来方法では被覆線の被覆剥離部の芯線と導体（電極）を接合することが容易でな
く、信頼性の低いものとなっていた。
【００２０】
ハンダなどのろう付けによる接合、導電性ぺースト等の接着剤による接合、溶接による接
合、超音波によるボンディング等、公知の接合方法のほとんどが接合する二つの物体の面
どうしを接触させ、両者の間を適度に近づけて置くことが、接合形成を容易にし、信頼性
を高める上で必要である。
【００２１】
また、特開平７－７８２５号公報において、被覆線の被覆除去部を他のエレクトロニクス
部品に接触させることは困難であった。単純に被覆線にレーザ光を一方向から照射した場
合、レーザ光が照射される面の反対側の面は影になり被覆が残留することが多く、被覆剥
離は実質、片面のみしかなされない。したがって、被覆剥離線とエレクトロニクス部品を
接触させるには、レーザが照射されて被覆が除去された被覆線の芯線の面を正確にエレク
トロニクス部品に押し当てる被覆線ハンドリング機構が必要となる。被覆線は多くの場合
、細線であり、捩じれ、折れ曲がり等が発生し易いことが多く、また、被覆除去部の面積
も微小であることが多いためその様なハンドリング機構は実現が難しい。
【００２２】
そこで、特開平７－７８２５号公報においては、単純に被覆線にレーザ光を照射すること
は避け、被覆線の全周にわたって被覆を除去する工夫がなされている。すなわち、凹面鏡
を使用してレーザの直接照射される面の反対側の面にもレーザの反射光が照射される様に
した機構であるが、この様な機構は加工の際の鏡の汚れ等で加工が不安定になり十分な被
覆除去がなされない欠点があった。
【００２３】
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また、特開平９－１７４２６３号公報においては、被覆線を接合するエレクトロニクス部
品に巻き付けているため、被覆線の被覆のうち、エレクトロニクス部品に対峙した面の被
覆にレーザを照射し除去することが困難である。そのため、被覆線の芯線とエレクトロニ
クス部品の間に被覆が残留する。つまり接合したい二つの物体の間に被覆が挟まり二つの
接触が不可能であった。その結果、ハンダ、導電性ぺースト等の接着剤を芯線とエレクト
ロニクス部品の間に介在させる接合方法の場合、芯線とエレクトロニクス部品の間に介在
する残留被覆を迂回してハンダや導電性ぺーストによって導電経路を形成しなければなら
ず信頼性の低い接合になることが多くなる。また、溶接や超音波ボンディング等の芯線と
エレクトロニクス部品を直接接合する方法の場合は両者の間に残留被覆があるために接合
の形成が不可能であった。
【００２４】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、上記の課題に鑑み、芯線により構成される被覆線等を使用した電極の信頼性を
高めることができ、太陽電池モジュールのエネルギー変換効率を良好に維持することがで
きる光起電力素子及びその製造方法を提供することを第１の目的とする。
【００２５】
また、本発明は、次の課題を解決することを第２の目的とする。
（１）エネルギービームの照射によって被覆線の被覆を除去する際に、被覆線の位置ずれ
を防ぎ良好な被覆除去を行う手段を得ること。
（２）エネルギービームの照射によって被覆線の被覆を除去し、その被覆除去部に導体（
電極）を接合する場合に簡易に、確実に被覆線の芯線と導体（電極）とを突き当てる手段
を得ること。
【００２６】
【課題を解決するための手段】
　上記の第１の目的を達成すべく、本発明の光起電力素子は、光起電力素子の表面に配置
され、該光起電力素子の電力を取り出すための芯線と、該芯線に電気的に接合される電極
とを有する光起電力素子において、
　前記芯線と前記電極との接合部が、少なくとも第１の接合部と、該第１の接合部に隣接
する第２の接合部を有しており、
　前記第１の接合部と前記第２の接合部とはいずれも前記電極の前記光起電力素子表面側
とは反対側に存在し、
　前記第２の接合部は、前記第１の接合部の、少なくとも前記光起電力素子表面に前記芯
線が配置された側に存在し、
　前記第２の接合部は導電性樹脂からなり、
　前記第２の接合部の弾性が、前記第１の接合部の弾性よりも大きいことを特徴とする。
【００２７】
　上記光起電力素子において、前記第１の接合部の抵抗率が、前記第２の接合部の抵抗率
よりも小さいことが好ましい。
【００２８】
また、前記第１の接合部の組成と、前記第２の接合部の組成が異なることが好ましい。
【００２９】
　また、前記第１の接合部が金属であることが好ましく、この際、前記金属が、錫、鉛、
銀、金、ニッケル、亜鉛、銅、半田からなる一群のうち少なくとも一つから構成されるこ
と、前記導電性樹脂が、ウレタンもしくはブチラールを含有すること、カップリング剤を
含有することが好ましい。
【００３０】
また、前記芯線が、導電性樹脂からなる被覆により覆われており、該芯線と前記光起電力
素子の表面とが、該導電性樹脂を介して電気的に接続されており、前記導電性樹脂のうち
、前記芯線と前記電極との間にある部分が、前記第２の接合部として機能することが好ま
しい。
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【００３１】
さらに、前記芯線が、金属細線であること、前記電極が、バスバー電極であることが好ま
しい。
【００３２】
　次に、本発明に係る光起電力素子の製造方法の第１は、光起電力素子の表面に配置され
、該光起電力素子の電力を取り出すための芯線と、該芯線に電気的に接合される電極とを
有する光起電力素子の製造方法において、
　前記電極の前記光起電力素子表面側とは反対側であって前記芯線と前記電極との間に、
弾性の異なる少なくとも第１の接合部と、該第１の接合部の、少なくとも前記光起電力素
子表面に前記芯線が配置された側に隣接し、導電性樹脂からなる第２の接合部とを形成す
ることを特徴とする。
【００３３】
また、本発明に係る光起電力素子の製造方法の第２は、光起電力素子の表面に配置され、
該光起電力素子の電力を取り出すために用いられる被覆線と、該被覆線の芯線に電気的に
接合される電極とを有する光起電力素子の製造方法において、前記被覆線から被覆の一部
を除去する工程と、前記被覆線を、前記光起電力素子の表面に固定する工程と、前記芯線
と前記電極とを、被覆を除去した部分と前記被覆とにおいて接合する工程と、を有するこ
とを特徴とする。
【００３４】
上記光起電力素子の製造方法の第２において、前記被覆線から被覆の一部を除去する工程
よりも前に、前記被覆線を前記光起電力素子の表面に固定する工程を行うことが好ましい
。
【００３５】
また、前記芯線と前記電極との間に形成される接合部のうち、前記被覆の弾性が、前記被
覆を除去した部分に形成される接合部の弾性よりも大きいことが好ましい。
【００３６】
また、レーザ光の照射により、前記被覆の一部を除去することが好ましく、この際、前記
レーザ光の照射方向を、回転ミラーまたは回転プリズムを用いて変化させること、レーザ
光が、Ｑスイッチ変調されたＹＡＧレーザ光であることが好ましい。
【００３７】
また、前記被覆を除去した部分に、金属を供給する工程をさらに有することが好ましい。
【００３８】
さらに、前記被覆が、導電性樹脂であること、カーボンブラックもしくはグラファイトを
含有することが好ましい。
【００３９】
また、上記の第２の目的を達成すべく、本発明の被覆線の被覆除去方法は、被覆線の少な
くとも一部を支持体上に固定部材を介して固定し、前記被覆線が固定された部分の少なく
とも一部にエネルギービームを照射することによって前記被覆線の被覆を除去することを
特徴とする。
【００４０】
上記被覆線の被覆除去方法において、前記固定部材が少なくとも接着剤からなること、両
面粘着テープからなることが好ましい。
【００４１】
また、前記固定部材の前記エネルギービームに関するエネルギー吸収率と、前記被覆の前
記エネルギービームに関するエネルギー吸収率との比が０．０００１乃至０．９９９９で
あることが好ましい。
【００４２】
さらに、前記支持体が光起電力素子であり、前記被覆線が集電電極であることが好ましい
。
【００４３】
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次に、本発明の被覆線と導体の接合方法は、被覆線の少なくとも一部を支持体上に固定部
材を介して固定し、前記被覆線が固定された部分の少なくとも一部にエネルギービームを
照射することによって前記被覆線の被覆を除去し、前記被覆が除去された部分と、該被覆
を除去した部分に隣接する被覆とに導体を接合することを特徴とする。
【００４４】
上記被覆線と導体の接合方法において、前記固定部材が少なくとも接着剤からなること、
両面粘着テープからなることが好ましい。
【００４５】
また、前記固定部材の前記エネルギービームに関するエネルギー吸収率と、前記被覆の前
記エネルギービームに関するエネルギー吸収率との比が０．０００１乃至０．９９９９で
あることが好ましい。
【００４６】
また、前記支持体に前記固定部材を介して前記導体を固定することが好ましい。
【００４７】
また、前記支持体に前記固定部材を介して複数の前記被覆線を固定し、さらに前記導体を
前記複数の被覆線に接合することが好ましい。
【００４８】
さらに、前記支持体が光起電力素子であり、前記被覆線が光起電力素子の集電電極であり
、前記導体がバスバー電極であることが好ましい。
【００４９】
【発明の実施の形態】
＜第１の実施形態＞
以下に本発明の光起電力素子及びその製造方法の好適な実施の形態を説明するが、本発明
は本実施の形態に限るものではない。
【００５０】
図４は、本発明に係る光起電力素子の構造の一例を示す概略図である。図４は本発明の概
念を示すものであり、本発明は図４に限定されない。本発明の光起電力素子は、少なくと
も光起電力層４０１と、芯線４０２と、電極４０３と、これら芯線４０２と電極４０３と
の第１の接合部４０４と、この第１の接合部４０４に隣接する芯線４０２と電極４０３と
の第２の接合部４０５とから構成される。
【００５１】
（光起電力層４０１）
本発明は、光起電力層の種類によって特にその効果を失することは無い。アモルファスシ
リコン、微結晶シリコン、薄膜単結晶シリコン、多結晶シリコン、単結晶シリコン、ある
いはシリコン以外の化合物半導体のどれを選択しても構わない。また、ｐｎ接合、ｐｉｎ
接合、ショットキー型等の任意の接合構造を有することが可能である。
【００５２】
光起電力層が薄膜の場合には、支持基板の上に光起電力層を形成しても構わない。代表的
な基板としては、光入射側に基板を設ける場合にはガラス基板、非受光面側に基板を設け
る場合には金属基板が挙げられる。
【００５３】
また、光起電力層の下部に透過光を反射するバックリフレクターを有していても構わない
。バックリフレクターとしては、アルミや銀の様に光の反射率の高い金属層の上に酸化亜
鉛の層を堆積させたものが知られている。さらに、上記バックリフレクターや光起電力層
の表面に凹凸を形成する処理を施しても良い。
【００５４】
しかし、本発明は光起電力素子の形成時、及び太陽電池モジュールの形成時に、光起電力
層の上の芯線に加わる応力とその後の残留応力や、さらにモジュールを外部環境に設置し
た場合の風、雪等により太陽電池モジュールが撓むことによって芯線に加わる応力に対す
る耐性を向上させることを目的としたものであるため、光起電力層が可撓性を有する程、
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また大面積である程、その効果は大きい。
【００５５】
（芯線４０２）
本発明は、芯線の種類によって特にその効果を失することは無い。芯線は光起電力層で発
生した電力を電極まで導くために用いられる。芯線としては、例えば、金属細線が好適で
ある。芯線の材質としては、銅、アルミニウム、金、白金、銀、鉛、錫、鉄、ニッケル、
コバルト、亜鉛、チタン、モリブデン、タングステン、およびビスマス等の金属が主成分
であることが好ましい。電力の損失を防ぐために、低抵抗の材質が好ましく、銅、金、銀
、鉛、および錫の中から選ばれることがより好ましい。また、上記材質のものを多層に組
み合わせても構わない。芯線の形状は、その断面が円、楕円、三角形、四角形、その他の
多角形であって構わない。ただし、芯線の断面積、形状は、芯線におけるジュール損失お
よび芯線が光起電力層に入射する光を遮ることによる損失の和が最小になるように決定す
ることが望ましい。一般的には、断面積が８０～２００００μｍ2程度のもので、断面の
光起電力素子面方向と法線方向との比、アスペクト比が１に近いものが好適に用いられる
。
【００５６】
本発明の場合、芯線の材料としては、耐応力性が高いものが特に望ましい。その様な金属
としては、銅、金、銀、鉛、および錫の様な靭性の高いものが好適である。一方、靭性を
高めるために、熱アニールを施すことも有効である。特に銅は靭性が高く、かつ安価で耐
腐食性が高いことから最も好適に用いられる。また芯線の断面形状としては、円形のもの
が最も耐応力性に優れているため好ましい。
【００５７】
さらに、芯線としては、後述する第１の接合部の形成方法によって芯線表面に密着向上の
ための化学処理、耐腐蝕性向上のための防酸化処理、防錆処理、またはめっき処理等を施
したものが望ましい。具体的には、銀、金、錫、鉛、ニッケル等の電界もしくは溶融めっ
き処理や、インジウム、錫、チタン等の金属酸化物の層を電着、スパッタ等の方法で表面
に形成する。また、銀等を表面に熱圧着するクラッド処理も良い。
【００５８】
また、光起電力層の表面と芯線との接合は導電性樹脂を介して行われることが知られてい
る。導電性樹脂としては、銀、銅等の金属微粒子を樹脂中に分散させたものが一般的であ
る。特に、大型の薄膜光起電力層を使用する場合には、炭素微粒子やインジウム錫酸化物
や錫酸化物、チタン酸化物等の金属酸化物微粒子を含むものが好適に用いられる。
【００５９】
芯線と光起電力層とを、導電性樹脂を介して接着するのは、光起電力層を大面積にわたっ
て均一に形成することが難しいために、光起電力層の正極と負極とが短絡している欠陥部
を有することが多いためである。このため、低抵抗な芯線が直接、かかる短絡欠陥部に接
触することのないように、適度な抵抗率を有する導電性樹脂を間に介在させることが素子
特性を低下させないために有効であるからである。
【００６０】
なお、光起電力層の受光面側の表面には、ＩＴＯ等からなる透明導電層が設けられること
が一般的であり、この場合においては、導電性樹脂を介して芯線と透明導電層とが接着さ
れることとなる。光起電力層上の透明導電層に、芯線を接着する場合にも後述する本発明
が適用できることは、いうまでもない。
【００６１】
（電極４０３）
本発明は、電極の種類によって特にその効果を失することは無い。電極は、芯線によって
導かれた電力を集めて、光起電力素子の外部に導くために用いられる。電極の材質として
は、銅、アルミニウム、金、銀、鉛、錫、鉄、ニッケル、コバルト、亜鉛、チタン、モリ
ブデン、タングステン、およびビスマス等の金属が主成分であればどの様な構成であって
も構わない。また、電力の損失を防ぐために低抵抗であることが好ましい。そのため電極
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の材質としては、銅、金、銀、鉛、および錫の中から選ばれることが好ましい。また、上
記材質のものを多層に組み合わせても構わない。電極の形状は、その断面が円、楕円、三
角形、四角形、その他の多角形であって構わない。なお、電極の断面の厚み、幅、形状は
、電極を流れる電流によるジュール損失を光起電力素子の発電量と比較して十分小さくな
る様に選択することがより好適である。もっとも一般的には、厚み１０～５００μｍ程度
の金属箔材を幅１～３０ｍｍ程度に形成して用いられる。
【００６２】
さらに、後述する第１の接合部の形成方法によっては、電極表面に密着性向上のための化
学処理、耐腐蝕性向上のための防酸化処理、防錆処理、またはめっき処理等を施したもの
が望ましい。具体的には、銀、金、錫、鉛、ニッケル等の電界もしくは溶融めっき処理や
、インジウム、錫、チタン等の金属酸化物の層を電着、スパッタ等の方法で表面に形成す
る。また、銀等を表面に熱圧着するクラッド処理も良い。
【００６３】
（芯線と電極との接合構造及び接合方法）
図４は、本発明の電極構造の一例を示す模式図である。本発明の芯線と電極との接続構造
は、芯線４０２と電極４０３とを、少なくとも２種類の接合部４０４、４０５により接合
することを特徴とする。４０６は接合部である。
【００６４】
図４に示されるように、芯線４０２と電極４０３とは、第１の接合部４０４とこれに隣接
する第２の接合部４０５とにより接合されている。第２の接合部の弾性を、第１の接合部
の弾性よりも大きくすることが好ましい。また、第１の接合部の電気抵抗を、第２の接合
部の電気抵抗より低くすることが好ましい。第１の接合部と第２の接合部の組成が、互い
に異なっていてもよい。
【００６５】
このような構成により、第１の接合部に隣接する第２の接合部が、第１の接合部を補強す
ることができる。例えば、外部応力が接合部４０６に印加されても、相対的に弾性の高い
第２の接合部がその応力を吸収することから、相対的に電気抵抗が小さい第１の接合部を
保護することができる。すなわち、接合部４０６の耐性を向上させつつ、高い電気伝導性
を確保している。
【００６６】
第１の接合部、第２の接合部の材料は、第２の接合部の弾性が第１の接合部の弾性より相
対的に高くなるように、適宜選択すればよい。例えば、（１）錫、鉛、銀、金、ニッケル
、亜鉛、または銅等を含む金属材料や、（２）樹脂、（３）バインダー樹脂に導電性樹脂
を分散させてなる導電性ペースト（導電性樹脂）等である。なお、第１の接合部の材料と
して、相対的に電気抵抗の低いものを選択すれば、接合部における電力損失を低減させつ
つ、接合部の強度を向上させることができる。例えば、第１の接合部として銀や半田等の
金属材料、第２の接合部として導電性ペーストを用いることが最も好ましい。第１の接合
部を芯線と電極との溶接により形成してもよい。
【００６７】
これらの接合構造の形成方法としては、金属層が主に錫、鉛等の低融点金属からなる場合
は、加熱液化した金属を芯線と電極との間に流す方法が適用できる。また、比較的融点の
高い銀、金、ニッケル、亜鉛、銅等の金属層を介した場合の接合構造の形成方法としては
、予め芯線と電極のうち、少なくとも一方にめっき法や電着法によって金属層を形成し、
さらに芯線と電極の面を合わせ、圧力又は熱の少なくとも一方を加えることによって接合
する方法が適用できる。さらに前述の面を合わせた部分に電流を流し発熱させるヒュージ
ングも効果的である。
【００６８】
＜金属材料＞
接合部として用いられる金属材料としては、錫、鉛、銀、金、ニッケル、亜鉛、銅等が好
適である。
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【００６９】
＜導電性ペースト＞
導電性ペーストとしては、バインダー樹脂に、銀、金、銅等の金属やインジウム錫酸化物
、錫酸化物、チタン酸化物等の金属酸化物、炭素等の導電性非金属等の導電性微粒子を分
散させペースト状にしたものが挙げられる。この導電性ペーストを芯線と電極の少なくと
も一方に塗布し、さらに芯線と電極の面を合わせ、圧力又は熱の少なくとも一方を加える
ことによって接合させる方法が適用できる。
【００７０】
前述の通り芯線と電極との接合部は、可能な限り抵抗を下げ、接合部を流れる電流による
ジュール損失を下げることが好ましい。そのため、導電性微粒子が導電性ペーストに占め
る体積率は、５０乃至９０％のものが好適に用いられる。
【００７１】
また、金属酸化物微粒子よりは導電率の高い炭素微粒子が、炭素微粒子よりは導電率の高
い金属微粒子がより好適である。金属微粒子を使用した方が他の微粒子を使用した場合よ
りも導電性ペーストに占める導電性微粒子の体積率を下げることが可能である。そのため
、導電性ペーストに弾性、粘弾性を持たせることが可能になり、より耐応力性が増す効果
が加わる。
【００７２】
バインダー樹脂は、熱硬化性であっても、熱可塑性であっても良い。例えばエポキシ樹脂
、ウレタン樹脂、ブチラール樹脂、フェノール樹脂、メラミン樹脂、アルキド樹脂、ポリ
エステル樹脂、ポリイミド樹脂、フッ素樹脂、シリコン樹脂、およびフェノキシ樹脂等が
挙げられる。
【００７３】
ところで、導電性微粒子を介した接合は、芯線と導電性微粒子間、導電性微粒子と導電性
微粒子間、および導電性微粒子と電極間のすべてが機械的接触によって電気接合を形成し
ているに過ぎず、その形状の保持はバインダー樹脂によっている。そのため、例えば金属
微粒子を使用した場合に、バインダー樹脂が透湿性の高い樹脂であると金属表面が酸化し
、接合部全体の抵抗が上昇する。
【００７４】
この様なことを防ぐために、導電性微粒子としては、酸化しにくい銀、金が好適に用いら
れる。またバインダー樹脂としては、エポキシ樹脂、フェノキシ樹脂等の透湿性の低いも
の程好ましい。
【００７５】
＜樹脂＞
また、第２の接合部として樹脂を用いる場合において、その樹脂は熱硬化性であっても、
熱可塑性であってもよい。例えばエポキシ樹脂、ウレタン樹脂、プチラール樹脂、フェノ
ール樹脂、メラミン樹脂、アルキド樹脂、ポリエステル樹脂、ポリイミド樹脂、フッ素樹
脂、シリコン樹脂、およびフェノキシ樹脂等が挙げられる。
【００７６】
さらに、本発明を別の例を用いて説明する。
【００７７】
図５は、本発明の効果が発生するメカニズムを示す説明図である。図５（ａ）のように、
芯線５０２と平行に芯線５０２を押す又は引っ張る方向に加わった応力は、直接に第１の
接合部５０４に加わることなく、樹脂によって接合されている部分（第２の接合部）５０
５で吸収される。第２の接合部の方が、第１の接合部よりも弾性が大きいからである。こ
れによって、第１の接合部５０４に繰り返し加わる応力が緩和され、芯線５０２の疲労が
押さえられる。
【００７８】
また図５（ｂ）のように、芯線に対して垂直方向に加わる応力に対しては、第２の接合部
５０５で芯線５０２が樹脂（第２の接合部）の弾性によって緩いカーブで変形することに
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よって、直接に第１の接合部５０４の根元に応力が集中して芯線５０２が破断するのを防
ぐ効果が現れる。なお、図５（ａ），（ｂ）において、５０１は光起電力層、５０３は電
極である。
【００７９】
この様な分析により、芯線と電極との接合部のうち、樹脂からなる第２の接合部が第１の
接合部を保護していることが分かる。したがって、第２の接合部としては、適度な芯線と
電極に対する接着力および弾性もしくは粘弾性を有し、外部応力から第１の接合部を保護
する効果が高い樹脂が好ましい。その樹脂特性を得るためには、樹脂にウレタンもしくは
ブチラールを含有させることが好適である。
【００８０】
また芯線もしくは電極との接着力を大きくするために、樹脂にカップリング剤を混ぜても
よい。シラン系、チタネート系のカップリング剤が好適に用いられる。
【００８１】
接合部の形成方法としては、樹脂を芯線と電極の少なくとも一方にディスペンサーや筆等
の公知の方法で塗布し、芯線と電極とを合わせた状態で加圧もしくは加熱する方法が適用
できる。なお、後述する本発明の光起電力素子の製造方法における実施の形態による方法
がさらに簡便であり、好適である。
【００８２】
（その他）
＜第１の接合部の面積と第２の接合部の面積＞
第１の接合部の面積と、第２の接合部の面積との比率は、任意に決定することが可能であ
るが、第１の接合部はその抵抗率が十分低いこと、第２の接合部は隣接する第１の接合部
を応力から保護するに十分であることの二つを満たすように設計されることが好ましい。
【００８３】
特に芯線と電極との電気的接合のために導電性樹脂を用いた場合、前述のように導電性樹
脂中の導電性微粒子は銀、金等の高価なものが好適に使用されるため、コストが高い。そ
こで、本発明のように、芯線と電極との接合部を、少なくとも２種類の接合部（第１の接
合部、第２の接合部）により形成すれば、導電性微粒子の量を電気的接続のために最低限
必要な量とすることができるため、安価に安定した接合が得られる。
【００８４】
＜基板＞
光起電力層が薄膜系の場合、光起電力層を基板上に形成することが一般的に行われる。
【００８５】
光起電力層の項目で記載した通り、基板としてはガラス、金属、樹脂等の板状のものが使
用可能である。特に基板が光入射側の場合透明であることが必要であり、ガラスが好適に
使用される。また、薄膜光起電力層がＣＶＤによって形成される場合は基板が高温になる
ため、ガラス基板、金属基板、ポリイミド基板が好適である。
【００８６】
＜透明電極層＞
一般的に、光起電力層の上には透明電極層が形成される。本発明の効果がこの透明電極層
の有無によらないことはいうまでもない。一般的に、透明電極層は、インジウム錫酸化物
、錫酸化物を、スパッタ法を用いて層状に形成される。また、金属を非常に薄く堆積させ
る方法も知られている。
【００８７】
＜太陽電池モジュール＞
光起電力素子を複数直列化し、それらに被覆を形成することによって、モジュール化した
太陽電池モジュールが知られている。
【００８８】
本発明は、光起電力素子の耐応力性の向上を目的としたものであるため、より簡易な被覆
を施し、応力によって撓みが生じ易いモジュール程、その本発明の効果は顕著である。こ
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の様な可撓性に富んだモジュールとしては、金属板の基板の上に裏面樹脂、光起電力素子
、および表面樹脂を順次重ね、真空に脱気しながら加熱することで一体化したものが知ら
れている。樹脂としては、耐候性に優れ、安価なＥＶＡが一般的に使用される。
【００８９】
以下に本発明の光起電力素子の製造方法における実施の形態を説明する。
【００９０】
即ち、本発明の製造方法の第１は、光起電力素子の表面に配置され、該光起電力素子の電
力を取り出すための芯線と、該芯線に電気的に接合される電極とを有する光起電力素子の
製造方法において、前記芯線と前記電極との間に、弾性の異なる少なくとも２種類の接合
部を形成するものであり、本発明の製造方法の第２は、光起電力素子の表面に配置され、
該光起電力素子の電力を取り出すために用いられる被覆線と、該被覆線の芯線に電気的に
接合される電極とを有する光起電力素子の製造方法において、前記被覆線から被覆の一部
を除去する工程と、前記被覆線を前記光起電力素子の表面に固定する工程と、前記芯線と
前記電極とを被覆を除去した部分と前記被覆とにおいて接合する工程と、を有するもので
ある。
【００９１】
図６は、本発明の光起電力素子の製造方法によって製造される光起電力素子の一例の芯線
６０２に沿う模式的断面図である。
【００９２】
図６において、６０５は被覆（第２の接合部）であり、光起電力層６０１、芯線６０２、
電極６０３、被覆除去部（第１の接合部）６０４は前述した光起電力素子の実施の形態と
同様である。６１３は被覆線（集電電極）であり、芯線６０２を被覆６１１により被覆し
たものである。
【００９３】
図６のように、芯線６０２全体に塗布した樹脂からなる被覆６１１のうち、第１の接合部
６０４を形成するところのみ剥離させる方法が非常に簡便である。第１の接合部６０４を
形成するための剥離部分を必要最低限に留め、かつ芯線６０２を光起電力素子の表面であ
る光起電力層６０１に接続する機能と、芯線６０２を電極６０３に接合する機能とを被覆
６１１に持たせることで、光起電力素子を簡便に作成することが可能である。本例では、
被覆６１１の一部６０５が、第２の接合部として機能している。なお、光起電力層６０１
の表面全体に透明導電層を形成している場合には、被覆線（集電電極）６１３は透明導電
層に接続されることとなる。
【００９４】
上記のように被覆６１１に、芯線６０２を光起電力層６０１（あるいは透明導電層）に機
械的にかつ電気的に接続する機能を持たせる場合には、被覆６１１には導電性樹脂を用い
るのが好適である。そのため、炭素や金属酸化物からなる導電性微粒子を分散させた樹脂
ペーストが好適に使用される。
【００９５】
樹脂のペーストとしては、例えばエポキシ樹脂、ウレタン樹脂、ブチラール樹脂、フェノ
ール樹脂、メラミン樹脂、アルキド樹脂、ポリエステル樹脂、ポリイミド樹脂、フッ素樹
脂、シリコン樹脂、およびフェノキシ樹脂等が挙げられる。
【００９６】
第２の接合部に弾性をもたせるためにブチラールもしくはウレタンを含有させることも好
ましい。
【００９７】
また芯線、電極との接着性を高めるために、カップリング剤を添加することも好ましい。
カップリング剤としては、シラン系、チタネート系のカップリング剤が好適に用いられる
。
【００９８】
被覆６１１は多層であってもよい。芯線と光起電力層とが直接接すると金属イオンが光起
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電力層に拡散し素子性能を劣化させる場合がある。そのようなことを防ぐために、金属イ
オンブロック層として導電性樹脂層を形成することが知られている。この場合、樹脂は熱
硬化性のものが用いられ、コート時に加熱して完全硬化させる。このブロック層の外側に
接着層として半硬化の導電性樹脂被覆を形成する。そうして完成した樹脂被覆つきの芯線
を光起電力層上に配置し、圧力と熱を加えると半硬化の樹脂によって固定される。このよ
うな方法を適用することができる。
【００９９】
（芯線に被覆を形成する工程）
本発明は、芯線に被覆を形成する工程の種類によってその効果を失することは無い。樹脂
被覆の樹脂は前述の通りである。芯線に樹脂被覆を形成する方法としては、ディスペンサ
ーや筆、スプレー、ロールコータ等の方法が公知である。
【０１００】
最も簡便な方法としては、図６のように芯線６０２を光起電力層６０１の表面に固定する
被覆６１１と、電極６０２に固定する被覆６０５との共通化を図って、一括してロールコ
ータで塗る方法が簡便で効果的である。樹脂の共通化によって大量に速く塗布することが
可能である。
【０１０１】
（被覆線から被覆の一部を除去する工程）
本発明は、被覆を除去する工程の種類によってその効果を失することは無い。レーザを使
用することによって芯線の表面から極めて選択的に樹脂被覆のみを除去することが容易に
可能になる。レーザによる剥離以外では、化学薬品を塗布する方法やサンドペーパやカッ
ター等で削る方法も適用できるが、これらの方法はレーザによる除去ほどの選択性は無く
、芯線にダメージを及ぼし、芯線が破断し易くなる。したがって、レーザの方がより好適
である。
【０１０２】
またレーザをスキャンすることによって、極めて微小の領域から大面積まで剥離部分を任
意に形成することが、他の方法と比較すると容易に行える。レーザの種類としては、レー
ザ光のエネルギーが樹脂被覆において熱エネルギーに変換され、樹脂被覆の鎖が切断され
る効果があればどのようなレーザでも使用可能である。一般には、炭酸ガスレーザ、ＹＡ
Ｇレーザ、エキシマレーザが最も好適に使用される。
【０１０３】
しかし、炭酸ガスレーザ、エキシマレーザは装置が大型になり、メンテナンスが複雑であ
り、さらに高価なことからＹＡＧレーザがもっとも好適である。さらに、ＹＡＧレーザ光
にＱスイッチ変調をかけ、パルス幅を短くすると同時にパルスピーク値を大きくすること
が好ましい。このようにすることで熱の影響が芯線に伝わりにくくなるため、より被覆の
みを除去する選択性が増す。また場合によっては、適度にデフォーカスすることも有効で
ある。
【０１０４】
レーザ光のスキャン方法として、回転ミラーもしくは回転プリズムを使用したガルバノメ
ータが非常に高速で好ましく、非常に簡便でもある。また、レーザ光を導く経路が固定光
学系であって光ファイバーを使用しなくてすむため、レーザ光のスポット径をより小さく
することが可能であり、パルスピークにおけるエネルギー密度が高くなる。したがって、
さらに選択性が増す。
【０１０５】
また、樹脂被覆にカーボンブラックやグラファイトのようなレーザ光のエネルギー吸収率
が高い物質を含有させることで、剥離の選択性を増す効果を有する。
【０１０６】
さらに、芯線に対して、レーザ出射ユニットとは反対側にレーザの反射体を設置して照射
すれば、芯線の外周に沿って全周被覆剥離するために有効である。反射体としては、反射
率の高い金属体もしくはガラスに金属膜を蒸着したものが一般的である。
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【０１０７】
＜第２の実施形態＞
以下に本発明の被覆線の被覆除去方法を詳しく説明する。
【０１０８】
図１４に本発明第２の実施形態の被覆線の被覆除去方法の工程図を示す。図１４は本発明
の内容を説明するためのものであり、本発明は図１４に限定されるものではない。
【０１０９】
（工程１）
支持体１６０２上に固定部材１６０３を固定する（図１４（ａ））。
【０１１０】
（工程２）
被覆線１６０１の少なくとも一部を支持体１６０２上に固定部材１６０３を介して固定す
る（図１４（ｂ））。
【０１１１】
（工程３）
被覆線１６０１の支持体１６０２上に固定部材１６０３を介して固定された部分の少なく
とも一部にエネルギービーム１６０４を照射する（図１４（ｃ））。これにより被覆線１
６０１の被覆１６０１ｂのエネルギービーム１６０４が照射された部分が被覆線１６０１
の芯線１６０１ａ表面より除去される（図１４（ｄ），（ｅ））。
【０１１２】
エネルギービームによる被覆剥離の際に、被覆線がエネルギービームを受ける面はエネル
ギービームの入射方向に対して正確に垂直な平面であることは希であり、その結果エネル
ギービームが照射された際にエネルギービームの入射方向に対して垂直方向の運動量が被
覆線に発生する。つまり、被覆線がエネルギービームから逃げる作用が働く。このため従
来の被覆線を空中に保持し、支持体に固定することなくエネルギービームを照射する方法
では被覆剥離が不十分になる傾向があった。
【０１１３】
また、被覆線がエネルギービームを受けるとエネルギービームのエネルギーを吸収し温度
が上昇する。このため被覆線が熱膨張する。このため従来の支持体に被覆線を巻き付けて
保持しエネルギービームを照射する方法では被覆線が伸長し緩み固定が不十分となる。そ
の結果前述と同じく被覆線がエネルギービームから逃げ易く被覆剥離が不十分になる傾向
があった。
【０１１４】
本発明の第２の実施形態においては、被覆線１６０１は固定部材１６０３により支持体１
６０２に完全に固定されているため、従来のようなエネルギービーム照射による被覆線の
位置ずれを防ぐ効果があり、したがって十分な被覆除去が可能となる。
【０１１５】
次に、本発明の構成要素を詳しく説明する。
【０１１６】
（被覆線）
被覆線１６０１は芯線１６０１ａの表面に被覆１６０１ｂを形成したものである。図１４
において、被覆は一層のみであるが多層であってもよい。
【０１１７】
本発明は芯線の材質に限定されるものではない。ガラスファイバの様にガラスであっても
良いし、熱伝導率の高い無機酸化物、半導体、金属であっても良い。芯線が電気導電性を
有するものとしては一般にエレクトロニクスの分野においてリード線、電極、ケーブル、
ヒューズ、コイル、等に使用される銅、アルミ、金、銀、鉄、錫、鉛、亜鉛、ニッケル、
クロム、マンガン、モリブデン、タングステン等の金属単体やそれらの合金、超伝導転移
点を有する無機酸化物、導電性を示す有機物等が公知である。さらに芯線表面に前述の材
質の中で芯線の材質とは異なる材質からなる芯線めっき層、クラッド層があっても構わな
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い。
【０１１８】
本発明は芯線の形状に特に限定されるものではない。芯線の断面は真円、楕円、三角形、
多角形の何れであっても良い。しかし、一般に形成が容易で広く利用されるものは真円の
ものである。本発明の効果は芯線の太さに特に限定されるものではない。しかし、従来例
と比較して芯線の張力によって位置を固定しにくいもの、熱によって伸長し易いもの程効
果が顕著であるため１０μｍ乃至１ｍｍのものに対し効果的である。
【０１１９】
その他の芯線の特性としては弾性率、熱膨張率、エネルギービームのエネルギー吸収率、
反射率が挙げられる。本発明の効果はこれらの芯線の特性によって限定されるものではな
い。しかし、従来例と比較して芯線の張力によって位置を固定しにくいもの、熱によって
伸長し易いもの程効果が顕著であるため弾性率が大きいもの、熱膨張率が大きいものに対
し効果的である。また、固定部材の弾性率が小さく堅いものの場合、固定部材の熱膨張率
と芯線の熱膨張率が近いほど、被覆線の固定が容易であるため好ましい。
【０１２０】
芯線はエネルギービームによって損傷を受けないことが好ましい。したがってエネルギー
ビームのエネルギー反射率が高いもしくは透過率が高く、吸収率が低いものほど好適であ
る。
【０１２１】
本発明の効果は被覆線の固定によって発生するものであり、本発明の効果は被覆の材質に
よって限定されない。被覆はエネルギービームのエネルギーを吸収することで変性、分解
、溶融、もしくは気化して芯線表面から剥がれる特性を有するものであれば樹脂、金属、
無機絶縁体等何であっても構わない。ただし、容易に剥離可能であるためには、エネルギ
ービームのエネルギー反射率、透過率が低く、吸収率が高いことが好ましい。そのためエ
ネルギー吸収率の高い材質を使用する、もしくは混ぜることが好適である。一般的な樹脂
被覆の例としてはウレタン、アクリル、酢酸ビニル、塩化ビニル、エナメル、ナイロン、
ポリエチレン、ポリエステル、ポリイミド、ポリアミドイミド等が挙げられる。これらに
芯線との接着力を高めるためのカップリング材を添加することや、導電性を持たせるため
に導電性フィラーを樹脂中に添加することも公知である。エネルギービームの吸収率を高
めるためにカーボン粒子等を添加することも公知である。
【０１２２】
また被覆の構造は異なる種類の材質を複数重ねた多層であっても良い。
【０１２３】
本発明は被覆の厚みによって限定されない。一般な厚みは０．０１μｍ乃至１ｍｍ程度で
ある。
【０１２４】
なお、太陽電池の技術分野においては、被覆線として、集電電極が挙げられる。
【０１２５】
（支持体）
支持体１６０２は被覆線を固定支持するためのものである。支持体上に被覆線を固定部材
を介して固定した複合構造物が元の単体被覆線と比較して高い剛性を有するならば本発明
は効果的である。その材質、サイズ、構造に左右されない。しかし、剛性の高いものが好
適であるため材質は鉄、ＳＵＳ、黄銅、アルミ等の金属、もしくはセラミックのような硬
度の高い無機物が好適である。プラスチックのように弾性のあるものの場合はその厚みを
厚くして剛性を高めることが好ましい。サイズは十分剛性を高められる程度の大きさであ
れば良い。好ましくは被覆線の長手方向に対して垂直方向のサイズが被覆線の太さ以上で
ある。構造は平板、角材、丸棒、被覆線保持以外のその他の機能を持たせた構造であって
も良い。被覆線にエネルギービームを照射する際に支持体自体がエネルギービーム照射経
路に被らないように照射方向に対し開いた構造が望ましい。被覆除去のエネルギービーム
は被覆線のみならず支持体に照射される場合も有り得るため、エネルギービームが照射さ
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れることによって損傷を受けない程度の強度を有することが好ましい。また、エネルギー
ビームに対する反射率が高いことも同様に好適である。固定部材と支持体界面の固定力が
向上するように支持体表面を凹凸を形成する、多孔質化する等の表面改質も効果的である
。
【０１２６】
なお、太陽電池の技術分野においては、支持体として、光起電力素子が挙げられる。
【０１２７】
（固定部材）
固定部材１６０３は被覆線と支持体の間にあって両者の相対位置を固定するための部材で
あり、その機能を有する範囲であれば特に制限はない。固定部材と支持体の界面の固定力
はネジ止めやビス止めの様な機械的摩擦力によるものであっても、接着剤、粘着剤の様に
分子レベルの化学的接合力によるものであっても良い。同様に固定部材と被覆線の界面の
固定力は被覆線を二平面で挟みこんだ際に働く摩擦力によるものであっても、接着剤、粘
着剤の様に分子レベルの化学的接合力によるものであっても良い。例えば、粘着テープ等
である。
【０１２８】
固定部材と支持体、固定部材と被覆線の間の固定が機械的摩擦力による場合は固定部材は
強固な摩擦力を発生させるために剛性が高いことが必要となる。図１５（ａ）に機械的摩
擦力による固定部材の一例を示す。なお、１７０１ａは芯線、１７０１ｂは被覆である。
図１５（ａ）はバネ１７０３ａによって閉じるクリップを固定部材１７０３としてネジ１
７０３ｂによって支持体１７０２上に固定したものである。ネジ止めで固定部材と支持体
の界面に摩擦力を発生させる場合、固定部材の剛性が低いと摩擦力の発生はネジ近辺の界
面に限定される。したがって保持能力が劣る。また、固定部材の二平面で被覆線を挟みこ
んで固定部材と被覆線の界面に摩擦力を発生させる場合も同様に固定部材に剛性が低いと
保持能力が劣る。この様な機械的固定の場合、固定部材の材質は上記の理由により剛性の
高い金属、エポキシ樹脂等の形成部材などが好ましい。さらに、固定部材の構造としては
被覆線のエネルギービーム照射側に被りエネルギービームを遮ることのないことが望まれ
る。
【０１２９】
従来の端子に被覆線を巻き付ける固定方法も固定部材（端子）と被覆線の界面に摩擦力を
発生させ固定する方法であるが、本発明との差は摩擦力の発生機構である。従来の被覆線
巻き付けは被覆線に残留する張力によって摩擦力が発生する。したがってエネルギービー
ム照射によって被覆線が伸長すると張力が弱くなり摩擦力が低下し、被覆線の固定が不十
分となる。本発明においては摩擦力の発生は固定部材自身の機構によるものであり、被覆
線の伸長に左右されない。
【０１３０】
上記の機械的摩擦力による固定部材は被覆線との接触面積が狭くなることが多く、固定が
不十分になる場合がある。その結果、エネルギービーム照射中に被覆ワイヤが固定部材か
ら外れて、被覆剥離が不十分になる場合もある。また、図１５（ａ）の例の様に固定部材
の構造が複雑になる傾向がある。
【０１３１】
以上のことから、固定部材としては図１５（ｂ）の様に接着剤もしくは粘着剤１７０３の
分子レベルの化学的接合力によるものがより強固で容易であり好適である。
【０１３２】
接着剤１７０３は支持体１７０２および被覆線１７０１の表面に対し接着する作用を有す
るものであれば制限は無い。熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂、エラストマー、それらの混合
物等の合成樹脂系やでんぷん、にかわ、松やに、アスファルト、タール等の天然有機系、
さらにはセメント、ケイ酸ソーダ、ハンダ、銀ろう、セラミックス等の無機物等が接着剤
として使用可能である。
【０１３３】
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中でも合成樹脂系を使用した場合、その組成、添加剤、塗布条件、場合によっては硬化条
件等を支持体表面及び被覆線表面の材質、粗さに合わせて変化させることが可能である。
そのため接着力を容易に強化出来る点で合成樹脂系は優れている。さらに合成樹脂系の中
でも粘着性を示すものが適度な弾性を示すために好ましい。
【０１３４】
被覆線にエネルギービームが照射され、エネルギーが被覆線に吸収されると被覆線が伸長
し被覆線と固定部材の界面にずれ応力が発生する。この応力を吸収して接着固定を保持す
るためには固定部材の弾性が高いことが望まれる。粘着剤は一般にこの弾性が高く、特に
エラストマーはゴム弾性を示す。また、粘着剤は被覆線を瞬時に支持体に固定可能である
点においても好ましい。粘着剤の例としては熱可塑性のアクリル樹脂やエラストマーのシ
リコーンゴム系等が挙げられる。接着性の固定部材の形状としては、その被覆ワイヤとの
接着面はエネルギービーム照射面に重なり被覆除去をさまたげることが無いことが好まし
い。さらに固定部材がエネルギービームの入射経路に突出してビームを遮らないことが望
ましい。固定部材として粘着剤を使用した場合、適度な弾性があり、被覆線の熱膨張に対
する耐性が高まることを前述したが、被覆線と支持体との間の粘着剤の厚みが薄い程この
性質は薄れる。従って粘着剤の厚みを適度に保つために図１５（ｃ）に示すように、基材
１７０３ｂの両面に粘着剤１７０３ａを塗布した両面粘着テープを使用することが効果的
である。基材があることで基材と支持体間の粘着剤層が薄くなることを防ぐ効果があるた
め、適度な弾性を保つことが可能となる。また、両面粘着テープは固定部材の配設工程を
容易にする効果がある。基材の種類はポリエチレンテレフタラート、ポリイミド、ポリエ
チレンナフタレート等の樹脂系フィルムが適度な弾性を示し好適である。
【０１３５】
被覆除去のエネルギービーム１６０４は被覆線１６０１のみならず固定部材１６０３に照
射される場合も有り得るため、固定部材はエネルギービームが照射されることによって損
傷を受けない程度の強度を有することが好ましい。また、エネルギービームに対するエネ
ルギー透過率、吸収率が低く、反射率が高いことも同様に好適である。固定部材の損傷を
抑え、被覆除去を効率的に行うためには、固定部材のエネルギー吸収率と被覆のエネルギ
ー吸収率との比（固定部材のエネルギー吸収率／被覆のエネルギー吸収率）が０．０００
１乃至０．９９９９であることが効果的である。
【０１３６】
（エネルギービーム）
エネルギービーム１６０４は少なくとも被覆線の被覆に吸収され得るエネルギーの流れで
あれば、その種類によって本発明の効果は特に制限されない。エネルギービームは電磁波
、電子線、イオンビーム等が挙げられるが、一般には扱いが容易な電磁波が使用される。
特に容易にエネルギー密度を高め、スポット的に照射可能なレーザ光が好適である。レー
ザ光の種類としてはＹＡＧレーザに代表される固体レーザ、炭酸ガスレーザ、エキシマレ
ーザに代表されるガスレーザ、その他液体レーザ、半導体レーザが使用可能である。被覆
除去の用途としては対象となる被覆に吸収され易い波長のレーザを使用することが好まし
い。しかし、レーザの種類によっては被覆によるエネルギー吸収率が高い波長のものであ
っても、エネルギー密度を十分に高めることが困難であり、したがって十分に被覆除去が
出来ない場合もある。ＹＡＧレーザは多くの材質に吸収され易い赤外光の波長を有し、か
つ発振にＱスイッチによって変調を加えることによりエネルギー密度を容易に高めること
が可能なレーザであり、本発明の場合特に好ましい。被覆除去工程においては、被覆に瞬
時に高いエネルギー密度の光を照射するほど、被覆以外の部分に与える熱影響を抑えるこ
とが可能になる。その点において、Ｑスイッチ変調光は特に有効である。レーザ光はガル
バノメータミラーでスキャンしレンズで集光することで容易に被覆線周辺に選択的に照射
することが可能である。
【０１３７】
図１６に本発明の被覆線と導体（電極）の接合方法の工程図を示す。図１６は本発明の内
容を説明するためのものであり、本発明は図に限定されるものではない。
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【０１３８】
（工程１）
支持体１８０２上に固定部材１８０３を固定する（図１６（ａ））。
【０１３９】
（工程２）
被覆線１８０１の少なくとも一部を支持体１８０２上に固定部材１８０３を介して固定す
る（図１６（ｂ））。
【０１４０】
（工程３）
被覆線１８０１の支持体１８０２上に固定部材１８０３を介して固定された部分の少なく
とも一部にエネルギービーム１８０４を照射する（図１６（ｃ））。これにより被覆線１
８０１の被覆１８０１ｂのエネルギービーム１８０４が照射された部分が被覆線１８０１
の芯線１８０１ａ表面より除去される（図１６（ｄ），（ｅ））。
【０１４１】
（工程４）
導体（電極）１８０５を被覆除去部と、被覆除去部に隣接する被覆に接合する。
【０１４２】
なお、工程１乃至３は前述の被覆線の被覆剥離方法と同様である。
【０１４３】
工程１乃至３によって被覆線のうち、エネルギービームの入射側の被覆が除去される。被
覆線は支持体に固定された状態であるため、支持体をハンドリングすることで被覆剥離部
を任意の方向に向けることが可能であり、工程４で導体（電極）を正確に被覆除去部に押
し当て接合することが可能となる。被覆線を空中に張った状態で被覆線の片側面の被覆を
除去した場合、被覆線の捩じれによって被覆剥離部が移動しやすい。そのため、導体（電
極）を正確に被覆剥離部に接続しようとする場合、新たに被覆剥離部を検知して正確に被
覆剥離部の裏側をハンドリングして導体（電極）に押し付ける、もしくは被覆線の全周の
被覆を除去することが必要であった。これは被覆線が細い場合、非常に困難であった。ま
た、他の従来例の様に被覆線を導体（電極）に先に巻き付けた後にエネルギービームを照
射した場合、被覆剥離側とは反対側に導体（電極）が位置することになり、被覆線の芯線
と導体（電極）の間に被覆が残留し接合が困難であった。本発明の場合、被覆剥離側を正
確に導体（電極）側に向けることが容易であり、この様な困難は発生しない。
【０１４４】
（被覆線）
本発明の接合方法に用いられる被覆線１８０１は、前述した被覆線の被覆除去方法におけ
る被覆線と同様である。
【０１４５】
（支持体）
支持体１８０２は被覆線を固定支持するためのものである。支持体上に固定部材を介して
被覆線を固定した複合構造物が元の単体被覆線と比較して高い剛性を有し、被覆線の捩じ
れを防ぐ効果があるならば本発明は効果的である。その材質、サイズ、構造に左右されな
い。しかし、本発明は細い被覆線を大きな支持体に固定しハンドリング性を向上させたこ
とによるものであるため、支持体のサイズは被覆線のサイズと比較して大きいことが好ま
しい。その他の特徴は被覆線の被覆除去方法の支持体と同様である。
【０１４６】
（固定部材）
固定部材１８０３は前述した被覆線の被覆除去方法における固定部材と同様である。ただ
し、本発明では被覆線の被覆剥離部に導体（電極）を接続するので、被覆線を支持体に固
定する固定部材で、同時に導体（電極）も支持体に固定することで、導体（電極）を被覆
線の剥離部に確実に押し当てた状態で固定することが容易に可能である。
【０１４７】
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（エネルギービーム）
エネルギービーム１８０４は前述の被覆線の被覆除去方法のエネルギービームと同様であ
る。
【０１４８】
（導体）
導体１８０５は被覆線の芯線の伝達するものと同じものを伝達する性質のあるものならば
良く、本発明の効果は導体の材質によって制限されない。伝達するものが光である場合は
ガラス等の透明物質、熱ならば無機酸化物、金属、半導体等が好適に用いられる。特に伝
達するものが電磁界ならば銅、アルミ、金、銀、鉄、錫、鉛、亜鉛、ニッケル、クロム、
マンガン、モリブデン、タングステン等の金属単体やそれらの合金、超伝導転移点を有す
る無機酸化物、導電性を示す有機物等が公知である。さらに導体表面に前述の材質の中で
導体の材質とは異なる材質からなるめっき層、クラッド層があっても構わない。
【０１４９】
さらに、本発明の効果は導体の形状によって制限されない。角材、棒材、箔材、線材等の
いずれであっても良い。
【０１５０】
太陽電池の技術分野においては、導体として、バスバー電極等の電極が挙げられる。
【０１５１】
（接合方法）
被覆線の芯線と導体の接合方法としては、被覆線の芯線と導体を適度に制御して突き合わ
せることによって接合が容易になり、信頼性の高い接合が形成される方法であれば本発明
の効果は明らかである。具体的な例としてはハンダ、銀ろう、樹脂等の接着材を適度に介
在させる接合方法。レーザ、抵抗加熱等による溶接、超音波によるボンディング等が挙げ
られる。接合の際に導体も、被覆線と同様に支持体に固定部材によって固定しておくこと
でより安定的に接合形成が可能となる。
【０１５２】
本発明は一つの導体に複数の被覆剥離線を接合する場合に特に有効である。一つの支持体
上に固定部材を介してあらかじめ複数本の被覆線を固定しておき、エネルギービームを照
射して被覆を一括除去し、そこに導体を接合することで一括して複数の接合を容易に形成
可能となる。
【０１５３】
この様な接合形成方法は光起電力素子の集電電極として使用される被覆線とバスバー電極
との接合形成に有効である。図９は、光起電力素子の受光面側に形成する電極構造の形成
過程を示す模式図である。集電電極（被覆線）１１０１は、光起電力素子１１０２の光入
射面上に形成される電極で、一般に入射光を遮らない様に細く形成される。形成方法の一
例として芯線の外周に被覆として導電性接着剤を塗布し光入射面に接着する方法が公知で
ある。光入射面と芯線の接着に使用される導電性接着剤は安価な導電率の低い接着剤が好
適に使用される。集電電極に集電された電流は光入射面上外のバスバー電極（導体）１１
０５にさらに集電されて素子外に導かれる。そのため集電電極（被覆線）１１０１とバス
バー電極（導体）１１０５の接合部には集電された電流が集中しその部分でのジュール損
失が大きくなる傾向がある。したがって前述の被覆を除去し芯線とバスバー電極とを直に
、もしくは高導電率を有する部材を介して確実に接合することが必要になる。一般に集電
電極は間隔をおいて複数本、光入射面上に接着される。そのため複数の集電電極を一つの
バスバー電極に確実に低抵抗で接合しなければならない。したがって、本発明を光起電力
素子の製造に利用した場合、効率的に素子の製造が可能となる。
【０１５４】
【実施例】
本発明の第１の実施形態例に係る好適な実施例について詳述するが、本発明はこれらの実
施例に限定されるものではない。
【０１５５】
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（実施例１）
本発明の一実施例として、図１に示すような光起電力素子を作製した。図１において、１
０１は光起電力層、１０１ａはボトムｐｉｎ層、１０１ｂはミドルｐｉｎ層、１０１ｃは
トップｐｉｎ層、１０２は芯線、１０３は電極、１０４は第１の接合部、１０５は第２の
接合部、１０６は透明電極層、１０７はステンレス鋼製基板、１０８はＡｌ層、１０９は
酸化亜鉛層、１１０は両面テープ、１１１は、内層樹脂被覆１１１ａ、外層樹脂被覆１１
１ｂよりなる被覆、１１２は陽極取り出し部、１１３は陰極取り出し部、１１４は被覆線
（集電電極）である。
【０１５６】
（被覆線（集電電極）の作成）
被覆線１１４は、エナメル線用のロールコータ装置により、金属細線からなる芯線１０３
の周囲に導電性樹脂の被覆１１１を塗布することにより作成した。導電性樹脂の被覆１１
１は、金属イオンの移動をブロックするための内層樹脂被覆１１１ａと芯線１０２を光起
電力層１０１上および電極１０３上に接着固定するための外層樹脂被覆１１１ｂの二層構
造にした。
【０１５７】
芯線１０２の材料として４～５ｍｍφの銀被覆銅線を準備し、伸線装置により直径１００
μｍの銀被覆銅細線を作製した。この銀被覆銅細線を連続的に作製し、ボビンに５００ｇ
巻き取った。
【０１５８】
次に、金属細線（銀を被覆した銅細線）をボビンから巻き出し、アセトンにより表面の油
分を除去した。次に、内層用の導電性樹脂を含ませたフェルトを配置した処理槽に連続的
に通した。この内層用導電性樹脂は、カーボンブラックを３３質量部、ブチラール樹脂を
６．４質量部、クレゾール樹脂、フェノール樹脂、芳香族炭化水素系樹脂を４．２質量部
、硬化材としてジオールイソシアネート１８質量部、溶剤としてキシレン１８質量部、ジ
エチレングリコールモノメチルエーテルを１２質量部、シクロヘキサノンを３．６質量部
、さらにカップリング剤としてγ－メルカプトプロピルトリメトキシシランを０．７質量
部、ペイントシェーカーで混合分散して作製した。
【０１５９】
塗布後ダイスを用いて不用な導電性樹脂を落とし、乾燥炉を通して完全硬化させた。この
とき、線の送り速度とダイスの径を調整して内層樹脂被覆１１１ａの膜厚を５μｍとした
。
【０１６０】
次に同様にして、外層用の導電性樹脂を含ませたフェルトを配置した処理槽に通した。こ
の外層用の導電性樹脂は、カーボンブラックを３５質量部、ウレタン樹脂を４１質量部、
フェノキシ樹脂を１４質量部、硬化材として水素添加ジフェニルメタンジイソシアネート
を６質量部、溶剤として芳香族系溶剤を４質量部、さらにカップリング剤としてγ－メル
カプトプロピルトリメトキシシランを０．７質量部、ペイントシェーカーで混合分散して
作製した。
【０１６１】
塗布後ダイスを用いて不用な導電性樹脂を取り除き、乾燥炉を通して半硬化させ、リール
ボビンに巻き取った。このとき、線の送り速度とダイスの径を調整して外層樹脂被覆１１
１ｂの膜厚を２５μｍとした。
【０１６２】
このようにして導電性樹脂を被覆した被覆線１１４を作成した。この被覆線１１４、すな
わち、導電性樹脂の被覆１１１を形成した芯線１０２をサンプリングし、断面及び表面を
走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）を用いて観察したところ、ピンホールのない均一な導電性樹
脂被覆が形成されていた。
【０１６３】
（光起電力層の作成）
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次に、光起電力層１０１を作製した。幅３６ｃｍのロール上に巻いた厚さ１５０μｍのス
テンレス鋼製基板の上にロール・ツー・ロール法によるスパッタ装置で厚み２０００Åの
Ａｌ層を形成した。さらに同様に、厚み１μｍのＺｎＯからなる下部電極を形成し、その
後、マイクロ波プラズマＣＶＤ成膜装置に入れ、ボトムｎ層／ｉ層／ｐ層１０１ａ、ミド
ルｎ層／ｉ層／ｐ層１０１ｂ、トップｎ層／ｉ層／ｐ層１０１ｃのアモルファスシリコン
層を堆積し、トリプル型の光起電力層１０１を形成した。
【０１６４】
次に、反射防止効果を兼ねた機能を有する透明性導電膜１０６としてＩＴＯ膜をスパッタ
法で光起電力層１０１上に成膜した（成膜温度４５０℃、膜厚７００Å）。
【０１６５】
そして、得られた光起電力層付きステンレス鋼製基板を長さ２４ｃｍに分割して、３６ｃ
ｍ×２４ｃｍの基板を作製した。基板の外周付近の透明電極層は幅１ｍｍで除去した。除
去方法は硫酸液の中に基板を浸し、基板と対向電極間に電界を印加する電界エッチング法
を採用した。
【０１６６】
次に図２に示すように、前述したように得られた被覆線を布線機を用いて空中に布線した
。さらに、ＹＡＧレーザを照射することによって被覆１１１を被覆線の長手方向に沿って
２ｍｍにわたって片面剥離した。
【０１６７】
使用したレーザ光はＱスイッチ変調したＹＡＧレーザ光であり、回転ミラーを使用したガ
ルバノメータスキャナ（ワーキングディスタンス１４５ｍｍ）を用いて図２に示すスキャ
ンエリア２０３の部分に上から照射して芯線上の被覆のみを選択的に除去した。以下、被
覆を除去した部分を被覆除去部と呼ぶ。
【０１６８】
レーザの照射条件は、出力１０Ｗ（サーモパイル型測定子で測定）、パルス周波数は５０
ｋＨｚ、パルス幅は数ｎ秒、スキャン速度は２０００ｍｍ／秒、スポット径は約１００μ
ｍ、デフォーカス１５ｍｍとした。
【０１６９】
被覆除去部をＳＥＭのＸ線解析装置で分析したところ、芯線の表面が露出し、残留してい
る被覆は無かった。従来の薬品処理やサンドペーパを使用した被覆剥離と比較して、非常
に選択的に速く剥離させることが可能であった。
【０１７０】
次に、光起電力層を形成した基板の両端に、図１のように両面テープ１１０（基材ＰＥＴ
５０μｍ、シリコン糊、長さ２４ｃｍ、幅７ｍｍ）を接着させ、その上に電極１０３とし
て幅５ｍｍ、長さ２４ｃｍ、厚さ１００μｍの銅箔を貼り付けた。
【０１７１】
そして、前述の被覆線１１４と光起電力素子の表面とを接着した。前述の布線した芯線と
基板とを、前述の被覆線の被覆除去部１０４（幅２ｍｍ）が電極（幅５ｍｍ）に接触する
ように配置し、公知の加熱圧着機で加熱、加圧して接着した。これによって、前述の半硬
化の外層樹脂被覆１１１ｂが完全硬化して接着される。このとき同時に、同様の原理で芯
線１０２と電極１０３との第２の接合部１０５も形成される。
【０１７２】
次に、被覆除去部分１０４に、６：４半田を供給し、半田ごてで加熱して芯線と電極との
間に第１の接合部１０４を形成した。供給した半田の量は一つの第１の接合部当たり０．
１ｇであった。
【０１７３】
このような構成により、電力を取り出すために必要な最小限の第１の接合部１０４とそれ
を応力から保護する第２の接合部１０５を非常に簡便に作製することが可能であった。
【０１７４】
このとき、導電性樹脂層（被覆）１１１の各種特性を調べたところ、ガラス転移点は１１
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０℃、比抵抗は７．２Ω・ｃｍで、空隙率は０．０１ｍｌ／ｇであった。
【０１７５】
さらに陽極取り出し部１１２、陰極取り出し部１１３を半田で接続して、３６ｃｍ×２４
ｃｍ角のトリプルセル構成の光起電力素子を１００個作製した。
【０１７６】
また、後述するように、光起電力素子（サンプル）は複数製作し、それらについて光電変
換効率の測定、光起電力素子のメカニカルローディング試験を行った。また、光起電力素
子を被覆してモジュール化し、温湿度サイクル試験、太陽電池のメカニカルローディング
試験、光電変換効率の測定を行った。
【０１７７】
作製した光起電力素子の初期特性を以下のように測定した。
【０１７８】
まず、暗状態での電圧電流特性を測定し、原点付近の傾きからシャント抵抗を求めたとこ
ろ、平均で２００ｋΩ・ｃｍ2で、シャントは生じていなかった。
【０１７９】
次に、ＡＭ１．５グローバルの太陽光スペクトルで、１００ｍＷ／ｃｍ2の光量の擬似太
陽光源（ＳＰＩＲＥ社製）を用いて、太陽電池特性を測定し、変換効率を求めたところ、
９．０％±０．２％で良好であり、ばらつきも少なかった。また、歩留まりは９８％であ
った。
【０１８０】
（光起電力素子のメカニカルローディング試験）
これらの光起電力素子の耐応力性を調べるために、曲率半径２ｍの撓みを上下に繰り返し
加える試験を行った。試験条件は、一回の繰り返しに５秒、繰り返し回数は１００００回
で行った。試験終了後の光起電力素子を初期と同様の条件下においてシュミレーターで測
定したところ、初期変換効率に対して平均で１．０％の劣化に留まり、ほとんど劣化しな
かった。第１の接合部１０４の近傍において、芯線１０２はほとんど破断していなかった
。
【０１８１】
（温湿度サイクル試験）
さらに、これらの光起電力素子を公知の方法（厚さ０．４ｍｍのガルバリウム鋼板の上に
厚さ４６０μｍのＥＶＡ、光起電力素子、厚さ４６０μｍのＥＶＡの順に積層し、真空脱
気加熱）でラミネートしてモジュール化し、日本工業規格Ｃ８９１７の結晶系太陽電池モ
ジュ―ルの環境試験法及び耐久試験法に定められた温湿度サイクル試験Ａ－２に基づいて
信頼性試験を行なった。
【０１８２】
即ち、試料を温湿度が制御できる恒温恒湿器に投入し、－４０℃から＋８５℃（相対湿度
８５％）に変化させるサイクル試験を２０回繰り返し行なった。次に、試験終了後の光起
電力素子を初期と同様にシュミレーターで測定したところ、初期変換効率に対して平均で
２．０％の劣化に留まり、ほとんど劣化しなかった。
【０１８３】
（太陽電池モジュールのメカニカルローディング試験）
最後に、これらの太陽電池モジュールの耐応力性を調べるために、曲率半径２ｍの撓みを
上下に繰り返し加える試験を行った。試験条件は、一回の繰り返しに５秒、繰り返し回数
は１００００回で行った。試験終了後の光起電力素子を初期と同様にシュミレータで測定
したところ、初期変換効率に対して平均で３．０％の劣化に留まり、ほとんど劣化しなか
った。
【０１８４】
本実施例から本発明の電極構造を持った光起電力素子は、良好な特性であり、信頼性も高
いことがわかる。
【０１８５】
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（比較例１）
本比較例は以下の点においてのみ、実施例１と異なる。
【０１８６】
図１７（ｃ）に示す様に、本比較例では被覆線の被覆剥離を７ｍｍ幅で行った（被覆除去
部１０４の芯線１０２の長手方向に沿った長さを７ｍｍとした）。これによって芯線と電
極とを、半田のみにより接合したことから、第２の接合部が無くなった。即ち、芯線１０
２と電極１０３とを、１種類の接合部により接合しており、接合部の材料を半田としてい
る。被覆除去は、被覆除去薬品を筆で塗布し、ペーパタオルで拭き取る方法で行った。こ
の方法は、レーザによる剥離よりも非常に手間がかかり、歩留まりを低下させる原因にも
なった。
【０１８７】
作製した光起電力素子の初期特性を実施例１と同様に測定した。
シャント抵抗を求めたところ、平均で２００ｋΩ・ｃｍ2で、シャントは生じていなかっ
た。太陽電池特性を測定し、変換効率を求めたところ、９．０％±０．２％で良好であり
、ばらつきも少なかった。歩留まりは９０％であった。
【０１８８】
これらの光起電力素子の耐応力性を調べるために実施例１と同様のメカニカルローディン
グ試験を行い、試験終了後の光起電力素子を初期と同様にシュミレーターで測定したとこ
ろ、初期変換効率に対して平均で５．０％の劣化した。実施例１と比較して明らかに大き
な劣化を示した。１０％の芯線において、半田のみからなる接合部の付け根において芯線
が破断しており、これが大きな劣化の原因であると考えられる。
【０１８９】
さらに、これらの光起電力素子をラミネートしてモジュール化し、信頼性試験を行なった
。試験終了後の素子特性を測定したところ、初期変換効率に対して平均で９．０％劣化し
ていた。
【０１９０】
最後に、再度メカニカルローディング試験を行った。試験終了後の素子特性測定したとこ
ろ、初期変換効率に対して平均で１５．０％の劣化が生じていた。試験後の太陽電池モジ
ュールを調べたところ、３０％の芯線が破断していた。
【０１９１】
本比較例と実施例１の比較により、本発明の効果は明らかである。
【０１９２】
（比較例２）
本比較例は、図１８（ｃ）に示す様に、芯線の樹脂被覆を除去しなかった点、および半田
による電極との接合を行わなかった点においてのみ、実施例１と異なる。すなわち、芯線
１０２と電極１０３とを、１種類の接合部により接合し、その接合部の材料を導電性樹脂
としている。
【０１９３】
作製した光起電力素子の初期特性を実施例１と同様に測定した。
【０１９４】
シャント抵抗を求めたところ、平均で３００Ω・ｃｍ2で、シャントは生じていなかった
。芯線の樹脂被覆による電極との接合部の抵抗は平均で０．４±０．１Ωであった。
【０１９５】
太陽電池特性を測定し、変換効率を求めたところ、８．５％±０．２％で良好であり、ば
らつきも少なかった。歩留まりは９７％であった。
【０１９６】
これらの光起電力素子の耐応力性を調べるために実施例１と同様のメカニカルローディン
グ試験を行った。試験終了後の光起電力素子を初期と同様にシュミレーターで測定したと
ころ、初期変換効率に対して平均で６．０％劣化した。実施例１と比較して明らかに大き
な劣化を示した。この原因を調べたところ、芯線と電極との導電性樹脂による接合部のう
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ち１３％において、抵抗値が初期の５倍以上に上昇していた。
【０１９７】
さらに、これらの光起電力素子をラミネートしてモジュール化し、信頼性試験を行った。
試験終了後の素子特性を測定したところ、初期変換効率に対して平均で１１．０％の劣化
が生じていた。
【０１９８】
最後に、再度メカニカルローディング試験を行った。試験終了後の素子特性測定したとこ
ろ、初期変換効率に対して平均で２０．０％の劣化が生じていた。試験後の太陽電池モジ
ュールを調べたところ、４０％の芯線と電極との導電性樹脂による電気的接合部において
、抵抗値が初期の５倍以上に上昇していた。
【０１９９】
本比較例と実施例１の比較により、本発明の効果は明らかである。
【０２００】
（実施例２）
本実施例は、外層樹脂被覆１１１ｂにシランカップリング剤を混入させなかったことにお
いてのみ、実施例１と異なる。実施例１の外層樹脂被覆１１１ｂよりも接着性が低下した
。
【０２０１】
作製した光起電力素子の初期特性を実施例１と同様に測定した。
【０２０２】
シャント抵抗を求めたところ、平均で２００ｋΩ・ｃｍ2で、シャントは生じていなかっ
た。太陽電池特性を測定し、変換効率を求めたところ、９．０％±０．２％で良好であり
、ばらつきも少なかった。歩留まりは９８％であった。
【０２０３】
メカニカルローディング試験の結果、初期変換効率に対して平均で１．０％の劣化に留ま
り、ほとんど劣化しなかった。
【０２０４】
さらに、これらの光起電力素子をラミネートしてモジュール化し、信頼性試験を行った結
果、初期変換効率に対して平均で５．０％の劣化が生じ、明らかに実施例１よりは劣化し
た。
【０２０５】
最後に、再度メカニカルローディング試験を行った結果、初期変換効率に対して平均で６
．０％の劣化が生じた。原因を調べると、１２％の芯線に破断が生じていた。本実施例と
実施例１との比較により樹脂にカップリング剤を添加することの効果は明らかである。
【０２０６】
（実施例３）
本実施例は、実施例１の外層樹脂被覆１１１ｂにウレタンを添加しなかったこと、および
内層樹脂被覆１１１ａにブチラールを添加しなかったことにおいてのみ異なる。実施例１
の外層樹脂被覆１１１ｂ、内層樹脂被覆１１１ａよりも弾性が低下した。
【０２０７】
作製した光起電力素子の初期特性を実施例1と同様に測定した。
【０２０８】
シャント抵抗を求めたところ、平均で２００ｋΩ・ｃｍ2で、シャントは生じていなかっ
た。太陽電池特性を測定し、変換効率を求めたところ、９．０％±０．２％で良好であり
、ばらつきも少なかった。また、歩留まりは９８％であった。
【０２０９】
メカニカルローディング試験の結果、初期変換効率に対して平均で３．０％劣化した。明
らかに実施例１よりは劣化した。この原因を解析した結果、６．０％の芯線で破断が生じ
ていた。
【０２１０】
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さらに、これらの光起電力素子をラミネートしてモジュール化し、信頼性試験を行った結
果、初期変換効率に対して平均で７．０％劣化し、明らかに実施例１よりは劣化した。
【０２１１】
最後に、再度メカニカルローディング試験を行った結果、初期変換効率に対して平均で８
．０％の劣化が生じた。原因を調べると、１６％の芯線において破断が生じていた。本実
施例と実施例１との比較により樹脂にウレタンもしくはブチラールを添加することにより
、第２の接合部の弾性を増すことの効果は明らかである。
【０２１２】
（実施例４）
本実施例は、芯線としてアルミ線を使用したことにおいてのみ、実施例１と異なる。
【０２１３】
作製した光起電力素子の初期特性を実施例１と同様に測定した。
【０２１４】
シャント抵抗を求めたところ、平均で３４０ｋΩ・ｃｍ2で、シャントは生じていなかっ
た。太陽電池特性を測定し、変換効率を求めたところ、８．７％±０．２％で良好であり
、ばらつきも少なかった。また、歩留まりは９８％であった。
【０２１５】
メカニカルローディング試験の結果、初期変換効率に対して平均で３．０％劣化した。明
らかに実施例１よりは劣化した。この原因を解析した結果、６．０％の芯線で破断が生じ
ていた。
【０２１６】
さらに、これらの光起電力素子をラミネートしてモジュール化し、信頼性試験を行った結
果、初期変換効率に対して平均で７．０％の劣化が生じ、明らかに実施例１よりは劣化し
た。
【０２１７】
最後に、再度メカニカルローディング試験を行った結果、初期変換効率に対して平均で８
．０％の劣化が生じた。原因を調べると、２０％の芯線において破断が生じていた。本実
施例と実施例１との比較により、芯線に銅からなる細線を使用することの効果は明らかで
ある。銅の方が、アルミニウムよりも延性が大きいためと思われる。
【０２１８】
（実施例５）
図３は、実施例５の光起電力素子を示す概略図である。図３において、３０１は光起電力
層、３０２は芯線、３０３は電極、３０４は第１の接合部、３０５は第２の接合部、３１
０は両面テープ、３１１は、内層樹脂被覆３１１ａ、外層樹脂被覆３１１ｂよりなる被覆
、３１２は陽極取り出し部、３１３は被覆線（集電電極）である。
【０２１９】
本実施例では、光起電力層３０１に厚さ１ｍｍの多結晶シリコンを使用した点、透明電極
層、バックリフレクター、ステンレス鋼製基板がない点、さらに裏面の電極に光入射側面
と同様の芯線電極を使用した点において、実施例１と異なる。
【０２２０】
作製した光起電力素子の初期特性を実施例１と同様に測定した。
【０２２１】
シャント抵抗を求めたところ、平均で５００ｋΩ・ｃｍ2で、シャントは生じていなかっ
た。太陽電池特性を測定し、変換効率を求めたところ、１０．５％±０．２％で良好であ
り、ばらつきも少なかった。また、歩留まりは９９％であった。
【０２２２】
メカニカルローディング試験の結果、初期変換効率に対して平均で１．０％の劣化に留ま
った。このメカニカルローディングでは曲率半径を実施例１の５倍とした。
【０２２３】
さらに、これらの光起電力素子をラミネートしてモジュール化し、信頼性試験を行った結



(26) JP 4441102 B2 2010.3.31

10

20

30

40

50

果、初期変換効率に対して平均で２．０％の劣化であった。
【０２２４】
最後に、再度メカニカルローディング試験を行った結果、初期変換効率に対して平均で３
．０％で有意な劣化は見られなかった。
【０２２５】
（比較例３）
本比較例は、被覆線３１３の被覆３１１の剥離を比較例２のように７ｍｍ幅で行った点に
おいてのみ、実施例５と異なる。これによって、芯線と電極との間に第２の接合部が無く
なった。
【０２２６】
作製した光起電力素子の初期特性を実施例１と同様に測定した。
【０２２７】
シャント抵抗を求めたところ、平均で５００ｋΩ・ｃｍ2で、シャントは生じていなかっ
た。太陽電池特性を測定し、変換効率を求めたところ、１０．５％±０．２％で良好であ
り、ばらつきも少なかった。歩留まりは８９％であった。
【０２２８】
メカニカルローディング試験の結果、初期変換効率に対して平均で５．０％の劣化した。
明らかに実施例５と比較して大きく劣化した。このメカニカルローディングでは曲率半径
を実施例５と同様に実施例１の５倍とした。原因を調べた結果、１０％の芯線に破断が生
じていた。
【０２２９】
さらに、これらの光起電力素子をラミネートしてモジュール化し、信頼性試験を行った結
果、初期変換効率に対して平均で７．０％劣化していた。
【０２３０】
最後に、再度メカニカルローディング試験を行った結果、初期変換効率に対して平均で９
．０％した。原因を調べたところ、１８％の芯線に破断が生じていた。
【０２３１】
本比較例と実施例１と実施例５との比較から、本発明は光起電力層の構成、および基板、
透明電極の有無等にかかわらず、効果を奏することは明らかである。なお、後述する実施
例６のように、被覆線と電極（バスバー電極）との位置関係が上下逆になっていてもよい
ことはいうまでもない。
【０２３２】
本発明の第２の実施形態に係る被覆線の被覆除去方法および被覆線と導体の接合方法につ
いて実施例に基づいて詳しく説明するが、本発明はこれらの実施例に限定されるものでは
ない。
【０２３３】
（実施例６）
図９に本例の被覆線の被覆除去工程よび被覆線と導体の接合工程を示す。
【０２３４】
（工程１）
支持体を作製した（図９（ａ））。
【０２３５】
本例では支持体１１０２として光起電力素子を使用した。光起電力素子は以下の様に作製
した。幅３６ｃｍのロール上に巻いた厚さ１５０μｍのステンレス基板の上にロールツー
ロール法によるスパッタ装置で厚み２０００ÅのＡｌ層（不図示）を形成し、さらに同様
に厚み１μｍのＺｎＯからなる層（不図示）を形成して下部電極１１０２ａを得た。その
後、マイクロ波プラズマＣＶＤ成膜装置に入れ、ボトムｎ層／ｉ層／ｐ層、ミドルｎ層／
ｉ層／ｐ層、トップｎ層／ｉ層／ｐ層のアモルファスシリコン層を堆積しトリプルの光起
電力層１１０２ｂを形成した。さらに反射防止効果を兼ねた機能を有する透明性導電膜１
１０２cとしてＩＴＯ膜をスパッタ法で光起電力層上に成膜した（成膜温度４５０℃、膜
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厚７００Å）。
【０２３６】
次に、得られた光起電力層付きステンレス基板を長さ２４ｃｍに分割して３６ｃｍ×２４
ｃｍの基板を作製した。基板の外周付近の透明電極層は幅１ｍｍで除去した（不図示）。
この際、同時に透明電極層には光起電力素子を有効発電エリア１１０２ｅと非有効発電エ
リア１１０２fに分割する分割溝１１０２ｄを形成した。透明電極層の除去方法は硫酸液
の中に基板を浸し、基板と対向電極間に電界を印加する電界エッチング法を採用した。
【０２３７】
（工程２）
支持体１１０２の上に固定部材１１０３を固定した（図９（ｂ））。
【０２３８】
前述の光起電力素子（支持体）の上の前述の非有効発電エリア１１０２f上に固定部材と
して両面テープを貼り付けた。両面テープのサイズは幅７ｍｍ、長さ２４０ｍｍである。
テープの粘着剤１１０３ｂはアクリル粘着剤を使用し厚みは片面につき６０μｍであった
。テープの基材１１０３ａは厚さ２５μｍのポリイミドと厚さ５０μｍのポリエチレンテ
レフタラートを厚さ６０μｍの粘着剤で貼り合わせたものを使用した。
【０２３９】
（工程３）
支持体（光起電力素子）上に固定部材（両面テープ）によって被覆線１１０１を固定した
（図９（ｃ））。
【０２４０】
前述の光起電力素子上に貼り付けた両面テープの上に図の様に被覆線１１０１を５．６ｍ
ｍ間隔で４２本（図示したのは５本のみ）貼り付けた。本実施例で使用した被覆線は次の
様にして作成した。
【０２４１】
被覆線の芯線１１０１ａの材料として４～５ｍｍφの銅線の外周に厚み５０μｍの銀箔を
貼り付けたものを準備した。次にそれを伸線装置により直径１００μの細線に整形した。
この細線を連続的に作製しボビンに５００ｇ巻き取った。整形後の銀の被覆は厚み１μｍ
であった。
【０２４２】
次にエナメル線用のロールコータ装置により芯線１１０１ａの周りに被覆１１０１ｂを形
成し被覆線を完成した。被覆１１０１ｂとしては導電性樹脂を塗布形成した。導電性樹脂
層は完全硬化した内層（不図示）と被覆線を光起電力層上に接着固定するための外層（不
図示）の二層構造にした。まず芯線をボビンから巻き出し、アセトンにより表面の油分を
除去した。次に連続的にフェルトに内層用の導電性樹脂を含ませた処理槽を通した。この
内層用導電性樹脂はカーボンブラックを３３重量部、ブチラール樹脂６．４重量部、クレ
ゾール樹脂、フェノール樹脂、芳香族炭化水素系樹脂４．２重量部、硬化材としてジオー
ルイソシアネート１８重量部、溶剤としてキシレン１８重量部、ジエチレングリコールモ
ノメチルエーテルを１２重量部、シクロヘキサノンを３．６重量部、さらにカップリング
剤としてγ－メルカプトプロピルトリメトキシシランを０．７重量部ペイントシェーカー
で混合分散して作製した。塗布後ダイスを用いて不用な導電性樹脂を落とし、乾燥炉を通
して完全硬化させた。このとき、線の送り速度とダイスの径を調整して内層導電性樹脂層
の膜厚を５μｍとした。次に同様にして外層導電性樹脂を含ませたフェルトを配置した処
理槽を通した。この外層導電性樹脂はカーボンブラックを３５重量部、ウレタン樹脂４１
重量部、フェノキシ樹脂１４重量部、硬化材として水素添加ジフェニルメタンジイソシア
ネート６重量部、溶剤として芳香族系溶剤４重量都、さらにカップリング剤としてγ－メ
ルカプトプロピルトリメトキシシランを０．７重量部ペイントシェーカーで混合分散して
作製した。塗布後ダイスを用いて不用な導電性樹脂を落とし、乾燥炉を通して半硬化させ
、リールボビンに巻き取った。このとき、線の送り速度とダイスの径を調整して外層導電
性樹脂層の膜厚を２５μｍとした。
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【０２４３】
（工程４）
被覆線の固定部材（両面テープ）を介して支持体（光起電力素子）上に固定された部分に
エネルギービーム１１０４を照射した（図９（ｄ））。
【０２４４】
使用したエネルギービーム１１０４は波長１．０６μｍのＹＡＧレーザ光である。図９（
ｄ）に示した様に被覆線を光起電力素子上に両面粘着テープで固定した部分に、被覆上か
ら照射した。使用したレーザ光は公知のＱスイッチによって出力ピーク値の高いパルス光
に変調したレーザ光である。回転ミラーを使用したガルバノメータスキャナによってレー
ザ光の方向を変え、かつｆθレンズによって被覆線にフォーカスさせた。レーザの照射条
件は出力３６Ｗ（サーモパイル型測定子で測定）、パルス周波数は５０ｋＨｚ、パルス幅
は数ｎ秒、スキャン速度は７００ｍｍ／秒、スポット径はおよそ１００μｍであった。
【０２４５】
このエネルギービーム１１０４の照射によって、図９（ｅ）の様にレーザ光の照射された
部分の被覆線の被覆が除去された。除去部の長さは２ｍｍであった。図９（ｆ）のＡ断面
図は被覆を剥離した部分の被覆線の断面である。Ａ断面図の被覆剥離角βは支持体である
光起電力素子の表面の法線方向と、Ａ断面で見た被覆剥離部円弧の二等分線のなす角度で
ある。本例ではこのβを測定したところ－４０°乃至４０°であった。また、Ａ断面で見
た被覆剥離部円弧のなす角（被覆剥離開き角）αは１２０°±３０°であった。被覆除去
部をＳＥＭのＸ線解析装置で分析したところ、芯線表面の銀の特性Ｘ線量に対する被覆線
の被覆の特性Ｘ線量の割合が０．１％未満であり被覆除去が良好に行われていることが確
かめられた。
【０２４６】
（工程５）
被覆線の被覆が除去された部分に導体（バスバー電極電極）１１０５を接合した（図９（
ｇ））。
【０２４７】
図９（ｇ）に示した様に被覆線の被覆が除去された部分に導体（バスバー電極）１１０５
を接合させた。使用した導体（バスバー電極）は厚さ１００μｍ、長さ２４０ｍｍ、幅６
ｍｍの銅箔に厚み１μｍの銀めっきを施したものである。接合方法は銀ぺーストによる方
法で行った。被覆線の被覆除去部分に銀ペーストを塗布し（図９（ｈ）１１０６参照）、
図９（ｇ）に示した様に上から銅箔（導体）１１０５をのせた。この際に銅箔（導体）１
１０５自体も固定部材（粘着テープ）を介して基板に固定されるように上から圧力を加え
た。その後、素子全体を公知の真空ラミネート炉に入れて約１気圧の圧力を導体（バスバ
ー電極）の上部から加えながら加熱することによって銀ペーストを硬化させ導体（バスバ
ー電極）と被覆線との接合部を形成した。一定温度で一定時間加熱した。この際同時に、
光起電力素子の有効発電エリア上の被覆線にも熱と圧力を印加し、被覆線の被覆を熱硬化
させることによって被覆線が光起電力素子有効発電エリア上に接着固定した。
【０２４８】
図９（ｈ）は、図９（ｇ）のＢ－Ｂにおける模式的断面図である。芯線１１０１ａと導体
（バスバー電極）１１０５との間に、銀ペーストからなる第１の接合１１０６と、これに
隣接して導電性樹脂からなる第２の接合部１１０７が形成されている。第２の接合部１１
０７が応力を吸収し、第１の接合部１１０６を補強することから、芯線１１０１ａの断線
を防止することができる。
【０２４９】
この工程において、４２本全ての被覆線の被覆剥離部分が確実に銅箔（導体）の側に向く
ように、被覆剥離角βが－４０°乃至４０°に保たれつつ被覆線が固定部材によって支持
体に固定されたため非常に容易に、かつ確実に、抵抗の小さい被覆線の芯線とバスバー電
極（導体）の接合を形成することが可能であった。また、本例ではバスバー電極（導体）
自体が粘着テープ（固定部材）を介して光起電力素子（支持体）に固定されていたため前
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記接合を形成することがさらに容易であった。これらの理由によって、集電電極（被覆線
）とバスバー電極（導体）との接合部におけるジュール損失が低減されたため特性の良い
光起電力素子が得られた。得られた光起電力素子の特性は複数の平均変換効率が１０％で
あった。変換効率の測定は光起電力素子の正電極と負電極に公知の出力端子を取りつけｓ
ｐｉｒｅ社のソーラーシュミレータに接続して行った。
【０２５０】
本例では固定部材として、接着材の一種の粘着剤を基材に両面塗付した両面テープ使用し
た。固定部材に粘着剤のような接着剤を使用したことにより支持体に被覆線を巻き付けて
固定した公知例と比較して、固定部材と被覆線の界面の結合力が大きくなり、また界面の
面積が広くなり安定的な固定が容易になされた。また、粘着剤を基材に両面塗付した両面
テープを使用したことにより、被覆線と固定部材界面の適度で安定的な接着力が瞬時に得
られた。かつ粘着テープは適度な弾性を有するため、被覆線がエネルギービーム照射によ
って伸長しているにも関わらず、被覆線との接着界面が剥がれないように応力を吸収して
いた。しかし、被覆除去率に影響が無い程度の被覆線の固定は実現されていた。つまり被
覆線にエネルギービームを照射した場合の位置ずれ量は被覆除去率が低下しない程度に微
小なものであった。使用した粘着剤はアクリル系のものである。使用した固定部材（粘着
テープ）の使用したＹＡＧレーザ光のエネルギーに対するエネルギー吸収率を測定したと
ころ５％であった。エネルギー吸収率は被覆線の被覆除去に用いたレーザ光（被覆除去と
同じ出力、パルス幅）をテープに照射し、テープを透過したレーザ光のエネルギーの照射
エネルギーからの減少分を吸収エネルギーとして吸収率を算出した。透過エネルギーはサ
ーモパイル測定子によって測定した。同様に被覆線の被覆のエネルギー吸収率を測定した
ところ、９０％であった。したがって、本例における固定部材のエネルギー吸収率の被覆
のエネルギー吸収率に対する比は０．０５５６である。これにより、固定部材はレーザ光
によりダメージを受けず被覆線の被覆のみが選択的に除去されるためにエネルギービーム
の強度を十分高めることが可能であり、被覆の残留率が０．１％未満と非常に小さくする
ことが可能であった。本例の結果を表１に示す。
【０２５１】
（比較例４）
本例は実施例６と、支持体（光起電力素子）上に固定部材（粘着テープ）を介して被覆線
を固定する工程と被覆線にエネルギービームを照射する工程の順序を逆にした点において
のみ異なる。図１０に本例の工程図を示す。以下に実施例６と異なる３工程を説明する。
なお、１２０５は導体（電極）、１２０１ａは芯線、１２０１ｂは被覆、１２０２ａは下
部電極、１２０２ｂは光起電力層、１２０２ｃは透明性導電膜、１２０２ｄは分割溝、１
２０２ｅは有効発電エリア、１２０２ｆは非有効発電エリア、１２０３ａはテープの基材
、１２０３ｂは粘着材である。
【０２５２】
（工程３）
被覆線１２０１を空中に図１０（ｃ）の様に布線した。
【０２５３】
実施例６と同等の被覆線１２０１を適当な長さに切断し両端をクリップ１２０６で固定し
、長さ方向に張力をかけて被覆線を空中に布線した。被覆線は４２本（図では５本）水平
面内に布線した。
【０２５４】
（工程４）
布線した被覆線に実施例６と同等のエネルギービーム（ＹＡＧレーザ光：１２０４）を照
射した（図１０（ｄ））。
【０２５５】
（工程５）
エネルギービーム１２０４照射によって被覆が剥離された部分が固定部材（粘着テープ）
１２０３上に位置するようにクリップ１２０６の位置を操作して、被覆線を固定部材によ
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って支持体（光起電力素子１２０２）上に固定した（図１０（ｅ））。
【０２５６】
図９（ｆ）と同様に、図１０（ｆ）のＡ断面図は被覆を剥離した部分の被覆線の断面であ
る。本例では図の被覆剥離角βを測定したところ－９０°乃至９０°であった。また被覆
剥離開き角αは１００°±４０°であった。さらに、被覆線の被覆除去都をＳＥＭのＸ線
解析装置で分析したところ、芯線表面の銀の特性Ｘ線量に対する被覆線の被覆の特性Ｘ線
量の割合が０．５％未満であった。得られた光起電力素子の特性は複数の平均変換効率が
９．５％であった。
【０２５７】
本例では実施例６と比較してエネルギービームが照射される際の被覆線の位置固定が不十
分である。即ち、被覆線の両端をクリップで挟み空中に保持しているのみであるため、ク
リップ間の被覆線の位置自由度が大きい。そのためエネルギービームを照射した際に反作
用によって被覆線が逃げ、被覆除去が不十分となった。したがって実施例６と比較してα
の平均が１００°と狭く、そのばらつきも４０°と大きくなっている。さらに被覆残留率
も０．５％と実施例６の０．１％と比較して高い。このことから本発明の被覆除去方法の
効果は明らかである。さらに本比較例では被覆除去後に被覆線を基板上に固定し、さらに
その被覆除去部に導体（電極）を接続している。被覆除去後に被覆線を基板に固定するこ
とでβが実施例６の±４０°と比較して±９０°と大きくなっている。このことは即ち、
導体（電極）を接続する際に被覆除去部を導体（電極）側に確実に向けられないことを示
しており、導体（電極）と芯線の接続が困難であることを意味する。その結果として本比
較例では実施例６と比較して導体（電極）と芯線の接続抵抗が大きくなり、光起電力素子
のエネルギー変換効率が９．５％と低下している。これらのことから本発明の被覆線と導
体（電極）の接続方法の効果は明らかである。本例の構成を表１に、結果を表２に示す。
【０２５８】
（実施例７）
本例は実施例６と、エネルギービームに炭酸ガスレーザを使用したことにおいてのみ異な
る。使用したレーザ光は公知のＲＦ励起のものであり、ガルバノメータスキャナによって
方向を変化させた。さらにレーザ光をｆθレンズによって被覆線に集光して被覆を除去し
た。照射条件は平均出力２５Ｗ、スキャン速度は７００ｍｍ／秒、スポット径はおよそ１
００μｍであった。被覆線の被覆が本例の照射条件の炭酸ガスレーザ光のエネルギーを吸
収する際の吸収率は９５％であった。また、固定部材（両面粘着テープ）の同様の吸収率
は１０％であった。したがって、被覆と固定部材の吸収率比は０．１０５３であり実施例
６と同様に０．０００１乃至０．９９９９に含まれていた。
【０２５９】
結果、本例においても実施例６と同様に０．１％未満の被覆線の被覆の残留率が得られ、
同様の発明の効果が現れた。本例から本発明の被覆線の被覆除去方法の効果はレーザ光の
種類によらないことが分かる。さらに、本例においても実施例６と同様に４２本の被覆線
全てにおいて被覆剥離開き角１２０°±３０°が得られており、バスバーと被覆線の電気
的接続が十分低抵抗で形成された。これによって実施例６と同様に素子の平均変換効率１
０．０％が得られ、実施例６と同等の効果が得られた。本例から本発明の被覆線と導体（
電極）の接合方法の効果はレーザ光の種類によらないことが分かる。本例の構成を表１に
、結果を表２に示す。
【０２６０】
（実施例８）
本例は実施例６と、エネルギービームに半導体レーザを使用したことにおいてのみ異なる
。使用したレーザ光は中心波長８０８ｎｍのパルスレーザである。光ファイバによって方
向を変化させた。さらにレーザ光をレンズによって被覆線に集光して被覆を除去した。照
射条件は平均出力６０Ｗ、スキャン速度は５００ｍｍ／秒、スポット径はおよそ５００μ
ｍであった。被覆線の被覆が本例の照射条件の半導体レーザ光のエネルギーを吸収する際
の吸収率は８０％であった。また、固定部材（両面粘着テープ）の同様の吸収率は３％で
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あった。したがって、被覆と固定部材の吸収率比は０．０３７５であり実施例６と同様に
０．０００１乃至０．９９９９に含まれていた。
【０２６１】
結果、本例においても実施例６と同様に０．１％未満の被覆の残留率が得られ、同様の発
明の効果が現れた。本例から本発明の被覆線の被覆除去方法はレーザ光の種類によらず効
果的であることが分かる。さらに、本例においても実施例６と同様に４２本の被覆線全て
において被覆剥離開き角１２０°±３０°が得られており、バスバーと被覆線の電気的接
続が十分低抵抗で形成された。これによって実施例６と同様に素子の平均変換効率１０．
０％が得られ、実施例６と同等の効果が得られた。本例から本発明の被覆線と導体（電極
）の接合方法の効果はレーザ光の種類によらないことが分かる。本例の構成を表１に、結
果を表２に示す。
【０２６２】
（実施例９）
本例は実施例６と、エネルギービームにメタルハライドランプ光を使用したことにおいて
のみ異なる。使用したランプ光は光ファイバによって方向を変化させた。さらにレーザ光
をレンズによって被覆線に集光して被覆を除去した。照射条件は平均出力１．５ｋＷ、ス
キャン速度は３００ｍｍ／秒、スポット径はおよそ２ｍｍであった。被覆線の被覆が、本
例の照射条件においてメタルハライドランプ光のエネルギーを吸収する際の吸収率は８５
％であった。また、固定部材（両面粘着テープ）の同様の吸収率は７％であった。したが
って、被覆と固定部材の吸収率比は０．０８２４であり実施例６と同様に０．０００１乃
至０．９９９９に含まれていた。
【０２６３】
結果、本例においても実施例６と同様に０．１％未満の被覆の残留率が得られ、同様の発
明の効果が現れた。本例から本発明の被覆線の被覆除去方法はエネルギービームの種類に
よらなず効果的であることが分かる。さらに、本例においても実施例６と同様に４２本の
被覆線全てにおいて被覆剥離開き角１２０°±３０°が得られており、バスバーと被覆線
との電気的接続が十分低抵抗で形成された。これによって実施例６と同様に素子の平均変
換効率１０．０％が得られ、実施例６と同等の効果が得られた。本例から本発明の被覆線
と導体（電極）の接合方法の効果はエネルギービームの種類によらないことが分かる。本
例の構成を表１に、結果を表２に示す。
【０２６４】
（実施例１０）
本例は実施例６と、導体（電極）に線材を使用したこと、及び基板のサイズを１０ｃｍ×
１０ｃｍに作製した点においてのみ異なる。使用した導体は直径１００μｍ、長さ１００
ｍｍの銅線に厚み１μｍの銀めっきを施したものである。一本の導体に１７本の被覆線を
接続した。
【０２６５】
本例においても実施例６と同様に１７本の被覆線全てにおいて被覆剥離開き角１２０°±
３０°が得られており、バスバーと被覆線の電気的接続が十分低抵抗で形成された。これ
によって実施例６と同様に素子の平均変換効率１０．０％が得られ、実施例６と同等の効
果が得られた。本例から本発明の被覆線と導体の接合方法の効果は導体の形状、種類によ
らないことが分かる。本例の構成を表１に、結果を表２に示す。
【０２６６】
（実施例１１）
本例は実施例６と、両面粘着テープ（固定部材）の粘着剤にシリコン系粘着剤を使用した
点においてのみ異なる。本例においても固定部材のＹＡＧレーザ光に対するエネルギー吸
収率は５％であり実施例６と同じであった。したがって、被覆と固定部材の吸収率比は０
．０５５６であり実施例６と同様に０．０００１乃至０．９９９９に含まれていた。
【０２６７】
結果、本例においても実施例６と同様に０．１％未満の被覆の残留率が得られ、同様の発



(32) JP 4441102 B2 2010.3.31

10

20

30

40

50

明の効果が現れた。本例から本発明の被覆線の被覆除去方法は粘着剤の種類によらず効果
的であることが分かる。さらに、本例においても実施例６と同様に４２本の被覆線全てに
おいて被覆剥離開き角１２０°±３０°が得られており、バスバーと被覆線の電気的接続
が十分低抵抗で形成された。これによって実施例６と同様に素子の平均変換効率１０．０
％が得られ、実施例６と同等の効果が得られた。本例から本発明の被覆線と導体の接合方
法の効果は粘着剤の種類によらないことが分かる。本例の構成を表１に、結果を表２に示
す。
【０２６８】
（実施例１２）
本例は実施例６と、被覆線の被覆に銀ペーストを使用した点においてのみ異なる。本例に
おいては被覆線の被覆がＹＡＧレーザ光を受ける際のエネルギー吸収率は実施例６より低
く５０％であった。しかし、被覆と固定部材の吸収率比は０．１０００であり実施例６と
同様に０．０００１乃至０．９９９９に含まれていた。
【０２６９】
結果、本例においても実施例６と同様に０．１％未満の被覆線の被覆の残留率が得られ、
同様の発明の効果が現れた。本例から本発明の被覆線の被覆除去方法の効果は被覆線の被
覆の種類によらないことが分かる。さらに、本例においても実施例６と同様に４２本の被
覆線全てにおいて被覆剥離開き角１２０°±３０°が得られており、バスバーと被覆線の
電気的接続が十分低抵抗で形成された。これによって実施例６と同様に素子の平均変換効
率１０．０％が得られ、実施例６と同等の効果が得られた。本例から本発明の被覆線と導
体の接合方法の効果は被覆線の被覆の種類によらないことが分かる。本例の構成を表１に
、結果を表２に示す。
【０２７０】
（実施例１３）
本例は実施例６と、被覆線と導体の接合手段が半田接合であることにおいてのみ異なる。
半田は共晶半田を使用した。実施例６の銀ペーストの替りに半田ぺーストを被覆線の被覆
除去部上に塗布し上から銅箔（導体）を載せた。この際に導体（銅箔）自体も固定部材（
粘着テープ）を介して基板に固定されるように上から圧力を加えた。その後、上から導体
を加熱して半田を融解させて導体と被覆線の接合を形成した。
【０２７１】
本例においても実施例６と同様に４２本の被覆線全てにおいて被覆剥離開き角１２０°±
３０°が得られており、バスバーと被覆線の電気的接続が十分低抵抗で形成された。これ
によって実施例６と同様に素子の平均変換効率１０．０％が得られ、実施例６と同等の効
果が得られた。本例から本発明の被覆線と導体の接合方法の効果は導体と被覆線の接合手
段の種類によらないことが分かる。本例の構成を表１に、結果を表２に示す。
【０２７２】
（実施例１４）
本例は実施例６と、被覆線と導体の接合手段がレーザ溶接であることにおいてのみ異なる
。実施例６の銀ペーストを塗布せずに上から銅箔（導体）を被覆線の被覆除去部に載せた
。この際に導体（銅箔）自体も固定部材（粘着テープ）を介して基板に固定されるように
上から圧力を加えた。さらに導体表面に溶接用のレーザ光の反射を防止するために黒イン
キを塗布した。その後、被覆線の被覆除去部と導体が密着するように上から押さえ治具に
よって圧力を加えながら導体と被覆線の交点にＹＡＧレーザ光を照射して被覆線と導体を
溶融させて接合を形成した。照射したＹＡＧレーザ光はパルス幅５ｍｓ、エネルギー５Ｊ
であった。光ファイバーによって伝送しレンズによってスポット径１００μｍに集光した
。
【０２７３】
本例においても実施例６と同様に４２本の被覆線全てにおいて被覆剥離開き角１２０°±
３０°が得られており、バスバーと被覆線の電気的接続が十分低抵抗で形成された。これ
によって実施例６と同様に素子の平均変換効率１０．０％が得られ、実施例６と同等の効
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果が得られた。本例から本発明の被覆線と導体の接合方法の効果は導体と被覆線の接合手
段によらないことが分かる。本例の構成を表１に、結果を表２に示す。
【０２７４】
（実施例１５）
本例は支持体にサイズ１０ｃｍ×１０ｃｍの多結晶シリコン基板を使用したことにおいて
のみ実施例６と異なる。公知の製法で得られた多結晶シリコンインゴットを公知の方法で
スライスし表面凹凸化処理を行った。続いてｎ型物質を表面に熱拡散させてｐｎ接合とし
た。さらに裏面にアルミを成膜した後、熱拡散させることで光起電力素子基板を得た。
【０２７５】
本例においても実施例６と同様に０．１％未満の被覆の残留率が得られ、同様の発明の効
果が現れた。本例から本発明の被覆線の被覆除去方法は支持体の種類によらず効果的であ
ることが分かる。さらに、本例においても４２本の被覆線全てにおいて被覆剥離開き角１
２０°±３０°が得られており、バスバーと被覆線の電気的接続が実施例６同様に十分低
抵抗で形成された。これによって素子の平均変換効率１５．０％が得られ、実施例６と同
等の効果が得られた。本例から本発明の被覆線と導体の接合方法の効果は支持体の種類に
よらないことが分かる。本例の構成を表１に、結果を表２に示す。
【０２７６】
（実施例１６）
本例は固定部材にエポキシ接着剤を使用したことにおいてのみ実施例６と異なる。実施例
６の両面粘着テープの代りに速乾性のエポキシ接着剤をスクリーン印刷しそれによって被
覆線を支持体に固定した。接着剤の厚みは２０μｍであった。固定部材を支持体上に配設
する工程は実施例６の両面テープを貼り付ける方法が簡便であり歩留まりの点で優れてい
た。
【０２７７】
本例ではレーザ光を被覆線に照射した際に、被覆線が固定部材を介して支持体上に固定さ
れている部分のうち、レーザ光が照射された部分の被覆線と固定部材界面に若干剥離が生
じた。そのため、固定が不十分となり被覆線のずれが発生した。このずれが原因となって
被覆の除去率が低下し被覆の残留率が実施例６の０．１％未満と比較して０．２％未満と
増加した。また固定が不十分なために、被覆の剥離角が－４５°乃至４５°とばらつきが
若干大きくなった。しかし、これらの結果から被覆線と導体の接合部の抵抗も実施例６と
比較して上昇し光起電力素子の変換効率が９．８％と０．２％の減少に留まった。本例か
ら固定部材に両面粘着テープを使用することの効果は明らかである一方、接着剤でもある
程度の効果が得られる。本例の構成を表１に、結果を表２に示す。
【０２７８】
（実施例１７）
本例は両面粘着テープの基材に炭素系の塗料が練り込まれておりＹＡＧレーザ光のエネル
ギー吸収率が９０％と高い点においてのみ実施例６と異なる。したがって被覆線の被覆の
エネルギー吸収率との比が１．００００である。本例ではレーザ光を被覆線に照射した際
に固定部材（両面粘着テープ）にもダメージが発生し、被覆線が固定部材を介して支持体
上に固定されている部分のうち、レーザ光が照射された部分の被覆線と固定部材界面に若
干剥離が生じた。そのため、固定が不十分となり被覆線のずれが発生した。このずれが原
因となって被覆の除去率が低下し被覆の残留率が実施例６の０．１％未満と比較して０．
２％未満と増加した。また固定が不十分なために、被覆の剥離角が－４５°乃至４５°と
ばらつきが若干大きくなった。しかし、これらの結果から被覆線と導体の接合部の抵抗も
実施例６と比較して上昇し光起電力素子の変換効率が９．８％と０．２％の減少に留まっ
た。実施例６乃至１６と本例の比較から被覆線の被覆と固定部材のエネルギー吸収率の比
を０．０００１乃至０．９９９９にすることの効果は明らかである一方、本例でもある程
度の効果が得られる。本例の構成を表１に、結果を表２に示す。
【０２７９】
（実施例１８）
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本例は導体（銅箔）を固定部材（粘着テープ）を介して基板上に固定するために圧力を加
える工程を省いた点においてのみ実施例６と異なる。本例においては導体と被覆線を接合
する際、導体の固定が実施例６と比較して不十分であるために導体と被覆線を十分に密着
させながら接合を形成することが出来なかった。しかし、このため被覆線と導体間の抵抗
が実施例６と比較して上昇し光起電力素子の変換効率が９．８％と０．２％の減少に留ま
った。本例から、固定部材を介して導体を支持体に固定することの効果は明らかである一
方、本例でもある程度の効果が得られる。本例の構成を表１に、結果を表２に示す。
【０２８０】
（実施例１９）
実施例６とは別の本発明の一例を示す。本例は絶縁被覆線と銅箔の接合方法である。図１
１に本例の被覆線の剥離方法および被覆線と導体の接合方法の工程を示す。
【０２８１】
（工程１）
支持体１３０２を作製し、支持体１３０２の上に固定部材１３０３を固定した厚さ５ｍｍ
のステンレス基板を使用した（図１１（ａ））。
【０２８２】
具体的には支持体の上に固定部材として両面テープを貼り付けた。両面テープのサイズは
幅７ｍｍ、長さ１０ｍｍである。テープの粘着剤はアクリル粘着剤を使用し厚みは片面に
つき１００μｍであった。テープの基材は厚さ１００μｍのポリエチレンテレフタラート
を使用した。
【０２８３】
（工程２）
支持体（ステンレス基板）１３０２上に固定部材（両面テープ）１３０３によって被覆線
１３０１を固定した（図１１（ｂ））。
【０２８４】
具体的には前述の支持体上に貼り付けた両面テープの上に図１１（ｂ）の様に被覆線を貼
り付けた。本実施例で使用した被覆線は直径０．５ｍｍのエナメル被覆線である。エナメ
ル被覆の厚みは１００μｍであった。１３０１ａは芯線である。
【０２８５】
（工程３）
被覆線の固定部材（両面テープ）を介して支持体上に固定された部分にエネルギービーム
１３０４を照射した（図１１（ｃ））。
【０２８６】
使用したエネルギービームは波長１．０６μｍのＹＡＧレーザ光である。図１１（ｃ）に
示した様に被覆線を支持体上に両面粘着テープで固定した部分に、上から照射した。被覆
使用したレーザ光は公知のＱスイッチによって出力ピーク値の高いパルス光に変調したレ
ーザ光である。回転ミラーを使用したガルバノメータスキャナによってレーザ光の方向を
変え、かつｆθレンズによって被覆線にフォーカスさせた。レーザの照射条件は出力５０
Ｗ（サーモパイル型測定子で測定）、パルス周波数は３０ｋＨｚ、パルス幅は数ｎ秒、ス
キャン速度は７００ｍｍ／秒、スポット径はおよそ１００μｍであった。
【０２８７】
このエネルギービーム１３０４の照射によって、図１１（ｄ），（ｅ）の様にレーザ光の
照射された部分の被覆線の被覆が除去された。除去部の長さは１ｍｍであった。実施例６
と同様に被覆剥離角βを支持体の表面の法線方向と、Ａ断面で見た被覆剥離部円弧の二等
分線のなす角度とする。本例ではこのβを測定したところ－４０°乃至４０°であった。
また被覆剥離部円弧のなす中心角（被覆剥離開き角）αは１２０°±３０°であった。被
覆除去部をＳＥＭのＸ線解析装置で分析したところ、芯線表面の銅の特性Ｘ線量に対する
被覆線の被覆の特性Ｘ線量の割合が０．１％未満であり被覆除去が良好に行われているこ
とが確かめられた。
【０２８８】
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（工程４）
被覆線１３０１の被覆１３０１ｂが除去された部分に導体１３０５を接合した（図１１（
ｆ），（ｇ））。
【０２８９】
使用した導体は厚さ１００μｍ、長さ２０ｍｍ、幅６ｍｍの銅箔に厚み１μｍの銀めっき
を施したものである。接合方法はレーザ溶接による方法で行った。具体的には被覆線の被
覆剥離部分に図１１（ｆ），（ｇ）に示した様に上から銅箔（導体）１３０５をのせた。
この際に銅箔（導体）自体も固定部材（粘着テープ）を介して基板に固定されるように上
から圧力を加えた。その後、銅箔（導体）の上面に黒インキでレーザ光の反射を防ぐ塗膜
を形成した。さらに上部からＹＡＧレーザパルス光１３０７を照射した。照射エネルギー
は５Ｊ、パルス幅は５ｍｓ、集光径およそφ１ｍｍの条件であった。
【０２９０】
この工程において被覆剥離部分が確実に銅箔（導体）の側に向くように、被覆剥離角が－
４０°乃至４０°に保ちつつ被覆線が固定部材によって支持体に固定されていたため非常
に容易に、かつ確実に低抵抗で被覆線の芯線と銅箔（導体）の接合を形成することが可能
であった。また、本例では導体自体が粘着テープ（固定部材）を介して支持体に固定され
ていたため前記接合を形成することがさらに容易であった。本例の方法で複数の接合を形
成し被覆線と導体の接合工程の歩留まりを調べたところ９９．９９％の接合で溶接がなさ
れていた。
【０２９１】
本例では固定部材として両面粘着テープ使用した。固定部材に粘着剤のような接着剤を使
用したことにより支持体に被覆線を巻き付けて固定した公知例と比較して、固定部材と被
覆線の界面の結合力が大きくなり、また界面の面積が広くなり安定的な固定が容易になさ
れた。また、粘着剤を基材に両面塗付した両面テープを使用したことにより、被覆線と固
定部材界面の適度で安定的な接着力が瞬時に得られた。かつ粘着テープは適度な弾性を有
するため、被覆線がエネルギービーム照射によって伸長しているにも関わらず、被覆線と
の接着界面が剥がれないように応力を吸収していた。しかし、被覆除去率に影響が無い程
度の被覆線の固定は実現されていた。つまり被覆線にエネルギービームを照射した場合の
位置ずれ量は被覆除去率が低下しない程度に微小なものであった。
【０２９２】
使用した固定部材（粘着テープ）の使用したＹＡＧレーザ光のエネルギーに対するエネル
ギー吸収率を測定したところ５％であった。同様に被覆線の被覆のエネルギー吸収率を測
定したところ、８０％であった。したがって、本例における固定部材のエネルギー吸収率
の被覆のエネルギー吸収率に対する比は０．０６２５である。これにより、固定部材はレ
ーザ光によりダメージを受けず被覆線の被覆のみが選択的に除去されるためにエネルギー
ビームの強度を十分高めることが可能であり、被覆の残留率が０．１％未満と非常に小さ
くすることが可能であった。本例の構成を表１に、結果を表２に示す。
【０２９３】
（比較例５）
本例は実施例１９と、支持体（ステンレス基板）上に固定部材（粘着テープ）を介して被
覆線を固定せずに、被覆線にエネルギービームを照射する点および被覆線と導体を接合す
る点において異なる。図１２に本例の工程図を示す。以下に実施例１９と異なる工程を説
明する。なお、１４０２は支持体、１４０３は固定部材、１４０１ａは芯線、１４０１ｂ
は被覆である。
【０２９４】
（工程２）
被覆線１４０１の両端部をクリップ１４０６で固定し空中に張った（図１２（ａ））。具
体的には実施例１９の被覆線を適当な長さに切断し両端をクリップ１４０６で固定し、長
さ方向に張力をかけて空中に布線した。
【０２９５】
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（工程３）
布線した被覆線１４０１に実施例１９と同等のエネルギービーム（ＹＡＧレーザ光１４０
４）を照射した（図１２（ｂ））。
【０２９６】
このエネルギービーム１４０４の照射された部分の被覆が被覆線から除去された（図１２
（ｃ），（ｄ））。本例の被覆剥離角βを測定したところ－８０°乃至８０°であった。
また被覆剥離開き角αは１１０°±４０°であった。さらに、被覆線の被覆除去部をＳＥ
ＭのＸ線解析装置で分析したところ、芯線表面の銅の特性Ｘ線量に対する被覆の特性Ｘ線
量の割合が０．５％未満であった。
【０２９７】
本例では実施例１９と比較してエネルギービームが照射される際の被覆線の位置固定が不
十分である。即ち、被覆線の両端をクリップで挟み空中に保持しているのみであるため、
クリップ間の被覆線の位置自由度が大きい。そのためエネルギービームを照射した際に反
作用によって被覆線が逃げ、被覆除去が不十分となった。したがって実施例１９と比較し
てαの平均が１１０°と狭く、そのばらつきも４０°と大きくなっている。さらに被覆残
留率も０．５％と実施例１９の０．１％と比較して高い。このことから本発明の被覆除去
方法の効果は明らかである。
【０２９８】
（工程４）
被覆線１４０１と導体１４０５を接合した（図１２（ｅ），（ｆ））。具体的にはエネル
ギービーム照射によって被覆が剥離された部分が支持体上に位置するようにクリップ１４
０６の位置を操作した。さらに図１２（ｅ），（ｆ）の様に上部から被覆線の被覆剥離部
に導体を押し付け、被覆線と導体の交差部に上部からＹＡＧレーザ光１４０７を照射する
ことによって両者を接合した。
【０２９９】
本例では実施例１９と異なり、被覆除去後に被覆線を基板上に固定し、さらにその被覆除
去部に導体を接続している。被覆除去後に被覆線を基板に固定することでβが実施例１９
の±４０°と比較して±８０°と大きくなっている。このことは即ち、導体を接続する際
に被覆除去部を導体側に確実に向けられいないことを示しており導体と芯線の接続が困難
であることを意味する。その結果として本例では被覆線と導体の接合工程の歩留まりが９
５．００％と実施例１９と比較して５．００％低かった。このことから本発明の被覆線と
導体の接合方法の効果は明らかである。本例の構成を表１に、結果を表２に示す。
【０３００】
（実施例２０）
本例は実施例１９と比較して固定部材が接着剤ではなく機械式固定具であることにおいて
のみ異なる。本例の工程図を図１３に示す。なお、１５０７はレーザ光、１５０１ａは芯
線、１５０１ｂは被覆である。
【０３０１】
本例では図に示したような支持体（ステンレス基板）１５０２上に固定されたクリップ１
５０３を被覆線の固定部材として使用した（図１３（ａ））。クリップの圧力は１０ｇ／
ｍｍであった。
【０３０２】
本例では実施例１９と比較して被覆線１５０１の支持体１５０２への固定（図１３（ｂ）
参照）が困難であった。また、レーザ１５０４照射中（図１３（ｃ）参照）に固定部材か
ら被覆線が外れることがあり、平均の被覆残留率が０．２％で実施例１９よりも大きかっ
た。しかし、被覆線１５０１と導体１５０５の接合工程（図１３（ｆ），（ｇ）参照）の
歩留まりも９８．９９％と実施例１９よりも１．００％の低下に留まった。これらのこと
から固定部材に接着剤を使用することの効果は明らかである一方、本例でもある程度の効
果が得られる。本例の構成を表１に、結果を表２に示す。
【０３０３】
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【表１】

【０３０４】
【表２】
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【０３０５】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明によれば、芯線を使用した電極構造の信頼性を高めることが
でき、光起電力素子に荷重が加わっても、太陽電池モジュールのエネルギー変換効率を良
好に維持することができる。
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【０３０６】
また、芯線を電極に使用した光起電力素子を歩留り良く簡易に製造することができ、量産
性に優れている。
【０３０７】
本発明の被覆線の被覆除去方法により従来よりも残留被覆を少なくすることが可能である
。かつ本発明の被覆除去方法は従来よりも剥離品質の安定性の高く、簡易である。
【０３０８】
本発明の被覆線と導体の接合方法により従来と比較して低抵抗接合が容易に確実に形成可
能となる。かつ本発明の接合方法は複数の被覆線を導体に一括接合することにおいて容易
であり、被覆線と電極の接合部が多数ある物を形成する際の工程簡略化、歩留まり向上の
効果がある。特に従来の芯線とバスバー電極を有する太陽電池の製造方法として効果が高
い。
【図面の簡単な説明】
【図１】実施例１の光起電力素子を示しており、（ａ）はその平面図、（ｂ）は（ａ）の
Ａ－Ａ線矢視図、（ｃ）は（ａ）のＢ－Ｂ線矢視図である。
【図２】（ａ）は実施例１における布線状態を示す平面図、（ｂ）はレーザ光の照射状態
を示す概念図である。
【図３】実施例５の光起電力素子を示しており、（ａ）はその平面図、（ｂ）は（ａ）の
Ｃ－Ｃ線矢視図、（ｃ）は（ａ）のＤ－Ｄ線矢視図である。
【図４】本発明の光起電力素子の構造を示しており、（ａ）はその斜視図、（ｂ）は（ａ
）のＥ－Ｅ線矢視図、（ｃ）は（ａ）のＦ－Ｆ線矢視図である。
【図５】本発明の効果が発生するメカニズムを示しており、（ａ）は芯線と平行に押す又
は引っ張る方向に応力が加わった状態の説明図、（ｂ）は芯線に対して垂直方向に応力加
わった状態の説明である。
【図６】本発明の光起電力素子の製造方法によって製造される光起電力素子の例を示して
おり、（ａ）はその縦断面の概略図、（ｂ）は（ａ）のＧ－Ｇ線矢視図である。
【図７】従来の光起電力素子の一例を示す概略図である。
【図８】従来の光起電力素子の他例を示す概略図である。
【図９】本発明の実施例６における被覆線の被覆除去工程および被覆線と導体（電極）の
接合工程を示す図である。
【図１０】比較例４における被覆線の被覆除去工程および被覆線と導体（電極）の接合工
程を示す図である。
【図１１】本発明の実施例１９における被覆線の被覆除去工程および被覆線と導体（電極
）の接合工程を示す図である。
【図１２】比較例５における被覆線の被覆除去工程および被覆線と導体（電極）の接合工
程を示す図である。
【図１３】本発明の実施例２０における被覆線の被覆除去工程および被覆線と導体（電極
）の接合工程を示す図である。
【図１４】本発明の第２の実施形態例を説明する図である。
【図１５】本発明の第２の実施形態例を説明する図である。
【図１６】本発明の第２の実施形態例を説明する図である。
【図１７】比較例１に係る光起電力素子の模式図である。
【図１８】比較例２に係る光起電力素子の模式図である。
【符号の説明】
１０１　光起電力層
１０１ａ　ボトムｐｉｎ層
１０１ｂ　ミドルｐｉｎ層
１０１ｃ　トップｐｉｎ層
１０２　芯線（金属細線）
１０３　電極（導体）
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１０４　第１の接合部（被覆除去部）
１０５　第２の接合部
１０６　透明電極層
１０７　ステンレス鋼製基板
１０８　Ａｌ層
１０９　酸化亜鉛層
１１０　両面テープ
１１１　被覆
１１１ａ　内層樹脂被覆
１１１ｂ　外層樹脂被覆
１１２　陽極取り出し部
１１３　陰極取り出し部
１１４　被覆線（集電電極）
２０３　レーザスキャンエリア
３０１　光起電力層
３０２　芯線（金属細線）
３０３　電極（導体）
３０４　第１の接合部（被覆除去部）
３０５　第２の接合部
３１０　両面テープ
３１１　被覆
３１１ａ　内層樹脂被覆
３１１ｂ　外層樹脂被覆
３１２　陽極取り出し部
３１３　被覆線（集電電極）
４０１　光起電力素子
４０２　芯線（金属細線）
４０３　電極（導体）
４０４　第１の接合部（被覆除去部）
４０５　第２の接合部
４０６　接合部
５０１　光起電力層
５０２　芯線（金属細線）
５０３　電極（導体）
５０４　第１の接合部（被覆除去部）
５０５　第２の接合部
６０１　光起電力層
６０２　芯線（金属細線）
６０３　電極（導体）
６０４　被覆除去部（第１の接合部）
６０５　被覆（第２の接合部）
６１１　被覆
６１３　被覆線（集電電極）
７００　電極
７０１　半田ペースト
７０２　導電性樹脂
８０１　芯線
８０２　電極
８０３　導電性樹脂
１１０１，１２０１，１３０１，１４０１，１５０１，１６０１，１７０１，１８０１　
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被覆線
１１０２，１２０２，１３０２，１４０２，１５０２，１６０２，１７０２，１８０２　
支持体
１１０３，１２０３，１３０３，１４０３，１５０３，１６０３，１７０３，１８０３　
固定部材
１１０４，１２０４，１３０４，１４０４，１５０４，１６０４，１８０４　エネルギー
ビーム
１１０５，１２０５，１３０５，１４０５，１５０５，１８０５　導体（電極）
１１０６　第１の接合部
１１０７　第２の接合部
１２０６，１４０６　クリップ
１３０７，１４０７，１５０７　レーザ光
１１０１ａ、１２０１ａ、１３０１ａ、１４０１ａ、１５０１ａ、１６０１ａ、１７０１
ａ、１８０１ａ　芯線
１１０１ｂ、１２０１ｂ、１３０１ｂ、１４０１ｂ、１５０１ｂ、１６０１ｂ、１７０１
ｂ、１８０１ｂ　被覆
１１０２ａ、１２０２ａ　下部電極
１１０２ｂ、１２０２ｂ　光起電力層
１１０２ｃ、１２０２ｃ　透明性導電膜
１１０２ｄ、１２０２ｄ　分割溝
１１０２ｅ、１２０２ｅ　有効発電エリア
１１０２ｆ、１２０２ｆ　非有効発電エリア
１１０３ａ、１２０３ａ、１７０３ｂ　テープの基材
１１０３ｂ、１２０３ｂ、１７０３ａ　粘着剤

【図１】 【図２】
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【図１０】 【図１１】
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【図１４】 【図１５】
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【図１８】
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